
 

 

補助金等の実績に係る資料（年次報告） 
 

 

 

 

令和８年９月 

 

 

◯ 三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第８条の規定により提出します。 

◯ この資料は、令和７年度における補助金等の実績について、補助金等の交付に係る全体状況、一の事務事業につき一の補助事業者等に対し、

１，０００万円以上の補助金等を交付したものの状況等を記載しています。 

 

 





第３号様式（条例第８条第１項関係）

全体状況（令和7年度） （決算額の単位は百万円、（　）書きは構成比）

　　財　　　源 　　性 質 別 歳 出 区 分

　項　　目 一般会計 特別会計 決算額 　項　　目 一般会計 特別会計 決算額

国庫支出金 17,604.09 - 17,604.09 (12.7%) 消費的経費 127,896.30 - 127,896.30 (92.6%)

国庫支出金以外の特定財源 11,371.48 - 11,371.48 (8.2%)
投資的経費 10,175.08 - 10,175.08 (7.4%)

　　うち補助事業費 6,913.90 - 6,913.90 (5.0%)

　　うち単独事業費 3,261.18 - 3,261.18 (2.4%)

  計 138,071.38 0.00 138,071.38 (100.0%) 　計 138,071.38 0.00 138,071.38 (100.0%)

(四捨五入の関係で合計が一致しないことがあります。）

補助金等の交付に係る全体状況（その１）

一般財源 109,095.82 - 109,095.82 (79.0%)

１



                         補助金等の交付に係る全体状況について

1　一般会計について

２　特別会計について

　令和７年度の補助金等の交付に係る決算額の総額は１３８，０７１百万円で、一般会計の歳出決算額全体（８６２，５８６百万
円）の１６．０％となっている。

（１）　財源について

  令和７年度の補助金等の交付に係る財源は、総額１３８，０７１百万円のうち、国庫支出金が１７，６０４百万円、国庫支出金
以外の特定財源が１１，３７１百万円、一般財源が１０９，０９６百万円となっている。
  令和６年度と比べた場合には、国庫支出金は２，９７０百万円（２０．３％）の増、国庫支出金以外の特定財源は４，６９１百
万円（７０．２％）の増、一般財源は２，３１３百万円（２．２％）の増となっている。

（２）　補助金等の区分について

  ①性質別
  性質別では、消費的経費が１２７，８９６百万円、投資的経費が１０，１７５百万円となっており、投資的経費のうち、補助事
業費が６，９１４百万円、単独事業費が３，２６１百万円である。
  令和６年度と比べた場合、決算額計は７．８％の増、消費的経費が８．５％の増、投資的経費が０．８％の減、投資的経費のう
ちの補助事業費が５．６％の増、単独事業費が１２．０％の減となっている。
　②目的別
  目的別では、教育費が４，２１８百万円（５４．５％）の増、民生費が３,６４３百万円（３．８％）の増、衛生費が１，７３１
百万円（３５．０％）の増、商工費が６５３百万円（８．４％）の減等となっている。

　令和７年度の補助金等の交付はない。

２



第３－１号様式（条例第８条第１項関係）

（１）財源内訳 （単位：百万円、％）

令和５年度 令和６年度① 令和７年度② 伸び率　（②-①）/①

決算額 139,380.97 128,097.36 138,071.38 7.8

　国庫支出金 30,370.49 14,634.26 17,604.09 20.3

　国庫支出金以外の特定財源 8,676.36 6,680.25 11,371.48 70.2

　一般財源 100,334.12 106,782.86 109,095.82 2.2

（２）性質別区分 （単位：百万円、％）

令和５年度 令和６年度① 令和７年度② 伸び率　（②-①）/①

決算額 139,380.97 128,097.36 138,071.38 7.8

　消費的経費 129,300.89 117,843.10 127,896.30 8.5

　投資的経費 10,080.09 10,254.26 10,175.08 △ 0.8

　　　うち補助事業費 7,050.34 6,547.74 6,913.90 5.6

　　　うち単独事業費 3,029.74 3,706.53 3,261.18 △ 12.0

（３）目的別区分 （単位：百万円、％）

令和５年度 令和６年度① 令和７年度② 伸び率　（②-①）/①

決算額 139,380.97 128,097.36 138,071.38 7.8

　　　総務費 2,290.87 2,410.26 3,423.26 42.0

　　　民生費 91,769.70 95,117.95 98,760.94 3.8

　　　衛生費 13,097.95 4,945.60 6,676.58 35.0

　　　労働費 82.21 98.52 106.83 8.4

　　　農林水産業費 9,287.71 7,849.94 7,752.25 △ 1.2

　　　商工費 13,273.86 7,816.36 7,162.94 △ 8.4

　　　土木費 1,728.10 1,856.89 1,944.20 4.7

　　　警察費 32.94 34.66 36.72 6.0

　　　教育費 7,659.70 7,742.72 11,960.32 54.5

　　　災害復旧費 157.93 224.47 247.34 10.2

(四捨五入の関係で合計が一致しないことがあります。）

補助金等の交付に係る全体状況（その２）・一般会計

３



第３－１号様式（条例第８条第１項関係）

（１）財源内訳 （単位：百万円、％）

令和５年度 令和６年度① 令和７年度② 伸び率　（②-①）/①

決算額 0.37 0.37 0.00 △ 100.0

　国庫支出金 - - - -

　国庫支出金以外の特定財源 0.37 0.37 0.00 △ 100.0

　一般財源 - - - -

（２）性質別区分 （単位：百万円、％）

令和５年度 令和６年度① 令和７年度② 伸び率　（②-①）/①

決算額 0.37 0.37 0.00 △ 100.0

　消費的経費 0.37 0.37 0.00 △ 100.0

　投資的経費 - - - -

　　　うち補助事業費 - - - -

　　　うち単独事業費 - - - -

補助金等の交付に係る全体状況（その２）・特別会計

(四捨五入の関係で合計が一致しないことがあります。）

４



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：総務部　）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 地方職員共済組合負担金 地方職員共済組合負担金 地方職員共済組合三
重県支部

72,428 地方公務員等共済組合法 福利厚生
課

補助金等の交付実績

総務部　１





第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：地域連携・交通部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 地籍調査費負担金 三重県社会資本整備円
滑化地籍整備事業費補
助

津市 92,549 地域連携・交通部関係補助金
等交付要綱

水資源・地
域プロジェ
クト課

Ｒ６繰越分

2 同上 同上 伊勢市 47,895 同上 同上

3 同上 同上 四日市市 32,400 同上 同上

4 同上 同上 津市 19,610 同上 同上

5 同上 同上 御浜町 14,132 同上 同上

6 同上 三重県社会資本整備円
滑化地籍整備交付金

伊勢市 38,346 同上 同上 Ｒ６繰越分

7 同上 同上 南伊勢町 31,337 同上 同上 同上

8 同上 同上 鳥羽市 23,307 同上 同上

9 同上 同上 伊賀市 15,830 同上 同上

10 同上 同上 紀宝町 10,908 同上 同上

11 同上 同上 志摩市 10,877 同上 同上

12 地方バス路線維持確保
事業費

三重県地域間幹線系統
確保維持費補助金

三重交通株式会社 252,846 同上 交通政策課

13 運輸事業振興助成交付
金

運輸事業振興助成交付
金

公益社団法人三重県バ
ス協会

22,487 同上 同上

14 鉄道利便性・安全性確
保等対策事業費

三重県鉄道施設耐震補
強等事業費補助金

近畿日本鉄道株式会社 16,790 同上 同上

補助金等の交付実績

地域連携・交通部　1



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：地域連携・交通部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

15 鉄道利便性・安全性確
保等対策事業費

三重県鉄道軌道安全輸
送設備等整備事業費補
助金

三岐鉄道株式会社 41,309 地域連携・交通部関係補助金
等交付要綱

交通政策課

16 同上 同上 四日市市 27,520 同上 同上

17 同上 同上 伊賀市 18,598 同上 同上

18 伊勢鉄道基盤強化等対
策事業費

同上 伊勢鉄道株式会社 72,302 同上 同上

19 交通事業者燃料価格高
騰等対策支援事業費

三重県交通事業者燃料
価格高騰等対策支援補
助金

三重交通株式会社 367,948 同上 同上

20 同上 同上 三岐鉄道株式会社 85,299 同上 同上

21 同上 同上 伊勢湾フェリー株式会
社

36,149 同上 同上

22 同上 同上 津エアポートライン株式
会社

31,614 同上 同上

23 同上 同上 養老鉄道株式会社 22,871 同上 同上

24 地域における移動手段
の確保に向けた総合対
策事業費

三重県交通不便地域等
移動手段確保総合対策
補助金

桑名市 12,327 同上 同上

25 同上 同上 明和町 10,000 同上 同上

26 貨物自動車運送事業者
燃料高騰対策支援事業
費

貨物自動車運送事業者
燃料高騰対策補助金

一般社団法人三重県ト
ラック協会

180,775 同上 広域交通・
リニア推進
課

27 同上 同上 同上 96,079 同上 同上 Ｒ６繰越分

地域連携・交通部　2



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：地域連携・交通部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

28 運輸事業振興助成交付
金

運輸事業振興助成交付
金

一般社団法人三重県ト
ラック協会

476,371 地域連携・交通部関係補助金
等交付要綱

広域交通・
リニア推進
課

29 地域スポーツ推進事業
費

美し国三重市町対抗駅
伝開催事業負担金

美し国三重市町対抗駅
伝運営委員会

12,300 同上 スポーツ推
進課

30 同上 スポーツ団体等活性化
補助金

公益財団法人三重県ス
ポーツ協会

19,439 同上 同上

31 同上 同上 一般財団法人三重県武
道振興会

11,836 同上 同上

32 レガシーを活用したみ
えのスポーツ支援事業
費

レガシーを活用したみえ
のスポーツ支援事業補
助金

公益財団法人日本テニ
ス協会

15,000 同上 同上

33 同上 同上 公益財団法人日本陸上
競技連盟

10,000 同上 同上

34 同上 同上 三重県柔道協会 10,000 同上 同上

35 新三重武道館整備費補
助金

新三重武道館整備費補
助金

津市 20,174 同上 同上

36 競技力向上対策事業費 三重県競技力向上対策
本部負担金

三重県競技力向上対策
本部

173,254 同上 競技力向上
対策課

37 地域のきらりスポーツ
推進事業費

同上 同上 61,958 同上 同上

38 離島航路支援事業費 離島航路整備事業補助
金

鳥羽市 45,198 同上 南部地域振
興企画課

地域連携・交通部　3



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-7 三重県社会資本整備
円滑化地籍整備事業
費補助
（令和6年度）

津市
津市西丸之内23番1号

- 92,549 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
土地取引の円滑化や土地資産の保全、災害復旧の迅速化等に
資するため、国土調査法、国土調査促進特別措置法に基づき実
施するものであり、公益性を有する。
（必要性）
上記同様の理由により、必要性を有する。
（効果）
補助金の交付を受けた市町において地籍調査が実施され、地籍
の明確化が図られた。
（交付基準等の妥当性）
社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助交付要綱に規定され
た補助金を活用して実施しており、妥当である。

水資源・地
域プロジェ
クト課

令和6年
度からの
繰越

7-8 三重県鉄道軌道安全
輸送設備等整備事業
費補助金
(令和7年度）

伊勢鉄道株式会社
鈴鹿市桜島町1丁目20
番地

- 72,302 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
地域住民にとって必要不可欠な公共交通機関である鉄道の安全
性の向上を図るため、国、沿線市町と協調して補助を実施するも
のであり、公益性を有する。
（必要性）
鉄道事業者の安全輸送を確保する必要がある。
（効果）
伊勢鉄道が行う設備整備事業が計画どおり実施され、鉄道事業
の安全運行を確保することができた。
（交付基準等の妥当性）
国の補助制度に協調して、地域連携・交通部関係補助金等交付
要綱及び三重県鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金交
付要領の定めに基づき実施されていることから、妥当である。

交通政策課

地域連携・交通部　4



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-3 三重県地域間幹線系
統確保維持費補助金
（令和7年度）

三重交通株式会社
津市中央1番1号

- 252,846 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
国と地方公共団体が、住民の生活に必要な地域間幹線系統をシ
ビルミニマムとして維持するという理由により公益性を有する。
（必要性）
事業者だけでは維持が困難な地域間幹線系統の運行に対し、国
と県が補助金を交付し維持を図ることは、住民のシビルミニマムと
しての移動手段を確保するために必要である。
（効果）
事業者から補助申請された全路線へ補助を実施することにより、
地域間幹線系統を維持することができた。
（交付基準等の妥当性）
県と市町の役割分担として、地域間幹線系統を維持するために補
助することは必要である。

交通政策課

8-4 三重県交通事業者燃
料価格高騰等対策支
援補助金
(令和7年度）

同上 - 367,948 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
燃料価格・エネルギー価格高騰に直面している交通事業者に対
し、電気料金等の高騰分や安定的な運行に要する費用の一部を
支援することにより、県内交通の安定的な運行体制の確保を図
り、県民が安心して県内交通を利用できる環境整備を目的とする
ことから公益性を有する。
（必要性）
県内交通の安定的な運行体制の確保を図る必要がある。
（効果）
県内交通の安定的な運行体制が確保された。
（交付基準等の妥当性）
エネルギー等価格の高騰対策のため、国から支援の推奨事業と
して地域公共交通が対象に示された交付金を活用して補助を実
施しており、妥当である。

同上

地域連携・交通部　5



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-5 三重県交通事業者燃
料価格高騰等対策支
援補助金
(令和7年度）

三岐鉄道株式会社
四日市市富田3丁目22
番83号

- 85,299 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
燃料価格・エネルギー価格高騰に直面している交通事業者に対
し、電気料金等の高騰分や安定的な運行に要する費用の一部を
支援することにより、県内交通の安定的な運行体制の確保を図
り、県民が安心して県内交通を利用できる環境整備を目的とする
ことから公益性を有する。
（必要性）
県内交通の安定的な運行体制の確保を図る必要がある。
（効果）
県内交通の安定的な運行体制が確保された。
（交付基準等の妥当性）
エネルギー等価格の高騰対策のため、国から支援の推奨事業と
して地域公共交通が対象に示された交付金を活用して補助を実
施しており、妥当である。

交通政策課

7-9 貨物自動車運送事業
者燃料高騰対策補助
金
（令和6年度）

一般社団法人三重県ト
ラック協会
津市栄町1丁目941番地

119,949 96,079 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
経営基盤の脆弱な貨物自動車運送事業者に対して支援を行い自
律的発展を促すことは、社会インフラとして重要な運送事業の維
持及び確保につながるため、県が支援を行うことは妥当であり、公
益性を有する。
（必要性）
燃料価格高騰の影響を直接受けるとともに、燃料の大きな節約や
運賃への価格転嫁が進んでいない状況にある貨物自動車運送事
業者の経営に及ぼす影響を緩和し、社会インフラとして重要な運
送事業者の事業の維持及び確保を図るため、補助金による支援
が不可欠である。
（効果）
燃料価格の高騰が運送事業者の経営に及ぼす影響を緩和するた
め、県内で貨物自動車運送事業を営む事業者に対し支援金を支
給することで、経営的な支援を行うことができた。
（交付基準等の妥当性）
補助金交付の必要性と事業効果に照らして、妥当と判断できる。

広域交通・
リニア推進
課

令和6年
度からの
繰越

地域連携・交通部　6



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-1 貨物自動車運送事業
者燃料高騰対策補助
金
（令和7年度）

一般社団法人三重県ト
ラック協会
津市栄町1丁目941番地

198,245 180,775 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
経営基盤の脆弱な貨物自動車運送事業者に対して支援を行い自
律的発展を促すことは、社会インフラとして重要な運送事業の維
持及び確保につながるため、県が支援を行うことは妥当であり、公
益性を有する。
（必要性）
燃料価格高騰の影響を直接受けるとともに、燃料の大きな節約や
運賃への価格転嫁が進んでいない状況にある貨物自動車運送事
業者の経営に及ぼす影響を緩和し、社会インフラとして重要な運
送事業者の事業の維持及び確保を図るため、補助金による支援
が不可欠である。
（効果）
燃料価格の高騰が運送事業者の経営に及ぼす影響を緩和するた
め、県内で貨物自動車運送事業を営む事業者に対し支援金を支
給することで、経営的な支援を行うことができた。
（交付基準等の妥当性）
補助金交付の必要性と事業効果に照らして、妥当と判断できる。

広域交通・
リニア推進
課

7-5 運輸事業振興助成交
付金
（令和7年度）

同上 - 476,371 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
運輸事業の振興の助成に関する法律に基づき、各都道府県に交
付することが求められている交付金であり、公益性を有する。
（必要性）
上記同様の理由により、必要性を有する。
（効果）
トラック事業の輸送力の確保、輸送サービスの改善、安全運行の
確保等を図ることができる。
（交付基準等の妥当性）
運輸事業の振興の助成に関する法律及び同法施行規則に定める
算定基準に基づき算定しており、妥当である。

同上

地域連携・交通部　7



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：地域連携・交通部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-6 三重県競技力向上対
策本部負担金
（令和7年度）

三重県競技力向上対策
本部
津市広明町13番地

235,606 235,212 （根拠）
地域連携・交通部関係補助金等交付要綱
（公益性）
本県競技スポーツ水準の向上を図ることで、本県ゆかりの選手が
オリンピック競技大会や国民スポーツ大会等の国内外の大会で活
躍することは、県民に夢や感動を与え、一体感の醸成につながる
ものであることから、公益性を有する。
（必要性）
本県競技スポーツ水準の向上に向けて、ジュニア・少年選手の発
掘・育成・強化、成年選手の強化活動支援、指導者の養成等の取
組を、総合的・計画的に進めていく必要がある。
（効果）
第79回国民スポーツ大会における男女総合成績が10位台前半、
全国中学校体育大会や全国高等学校総合体育大会での入賞数
が過去最多、2025年東京デフリンピックにおいて本県ゆかりの選
手の金メダル獲得などの成果を得られた。
（交付基準等の妥当性）
スポーツ関係団体や学識経験者等で組織され、安定的な競技力
の向上に取り組む三重県競技力向上対策本部に対し負担金を交
付することは、本県のスポーツ推進に寄与することから、妥当であ
る。

競技力向上
対策課

地域連携・交通部　8



第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：地域連携・交通部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 トラック運送事業者人
材確保等支援補助金

新設 トラック運送事業者による多様な人材の確保や育成のため
の取組を支援するために新設した。

広域交通・リ
ニア推進課

2 離島航路船舶新造事
業補助金

廃止 補助金の目的である船舶新造が完了したため、廃止した。 南部地域振興
企画課

3 熊野古道伊勢路環境
整備事業総合補助金

新設 熊野古道伊勢路の沿線地域において、伊勢路を良好な状
態で保全するとともに、来訪者が安全・快適に歩くための観
光インフラ整備の促進を図るために新設した。

東紀州振興課

4 熊野古道伊勢路道標
等整備事業費補助金

廃止 「熊野古道伊勢路環境整備事業総合補助金」において実施
するため、廃止した。

同上

補助金等の見直し状況

地域連携・交通部　9





第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：防災対策部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 地域減災対策推進事業
費

いのちを守る防災・減
災総合補助金

桑名市 11,140 防災対策部関係補助金等交
付要綱

地域防災推
進課

2 同上 同上 四日市市 10,887 同上 同上
3 同上 同上 鈴鹿市 10,098 同上 同上
4 同上 同上 松阪市 16,332 同上 同上
5 同上 同上 伊勢市 13,797 同上 同上
6 同上 同上 鳥羽市 14,944 同上 同上
7 同上 同上 志摩市 23,014 同上 同上
8 同上 地域減災力強化推進補

助金
同上 10,392 同上 同上 令和6年度

からの繰越

補助金等の交付実績

防災対策部　1



第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：防災対策部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 いのちを守る防災・
減災総合補助金

リフォーム（拡大、改善） 今後30年以内の発生確率が60％～90％程度以上とされて
いる南海トラフ地震に備えるため、令和6年能登半島地震や
令和6年奥能登豪雨において災害対応上の課題とされた避
難所の環境改善や孤立地域対策などについて、市町等の
取組をより重点的に支援するため、補助メニューの見直しを
行った。
また、令和7年9月12日に県北部において発生した大雨災害
をふまえ、市町等が緊急的に実施する浸水対策の取組を支
援するため、補助メニューの追加を行った。

地域防災推進
課

補助金等の見直し状況

防災対策部　2



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 災害医療体制強化推進
事業費

災害医療提供体制推進事
業費補助金（医療施設浸
水対策事業）

医療法人社団山中胃腸
科病院

11,749 医療保健部関係補助金等交
付要綱

医療保健総
務課

2 小児・周産期医療体制
強化推進事業費

小児・周産期医療提供体
制推進事業費補助金（小
児在宅医療・福祉連携事
業）

国立大学法人三重大学
医学部附属病院

16,590 同上 医療政策課

3 同上 小児・周産期医療提供体
制推進事業費補助金（周
産期母子医療センター運
営事業）

独立行政法人国立病院
機構　三重中央医療セ
ンター

11,840 同上 同上

4 同上 同上 国立大学法人三重大学
医学部附属病院

38,177 同上 同上

5 同上 同上 日本赤十字社　伊勢赤
十字病院

23,164 同上 同上

6 同上 同上 地方独立行政法人桑名
市総合医療センター

12,005 同上 同上

7 同上 医療施設施設整備費補助
金（分娩取扱施設施設整
備事業）

医療法人　三美会　セ
ントローズクリニック

22,946 同上 同上

8 同上 施設整備促進・分娩取扱
施設等経営強化緊急支援
事業費補助金（地域連携
周産期支援事業（分娩取
扱施設））

尾鷲総合病院 11,400 同上 同上

9 同上 同上 大石産婦人科医院 11,400 同上 同上

10 がん医療基盤整備事業
費

がん診療設備整備費補助
金

医療法人普照会 10,500 同上 同上

11 医療ＤＸ基盤整備事業
費

医療ＤＸ基盤整備事業補
助金

国立大学法人三重大学
医学部附属病院

37,131 同上 同上

12 病床機能分化推進基盤
整備事業費

病床機能再編支援事業給
付金

医療法人中産婦人科 25,992 同上 同上

13 同上 病床機能分化推進基盤整
備事業補助金

社会医療法人峰和会 105,072 同上 同上

補助金等の交付実績

医療保健部　1



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

14 病床機能分化推進基盤
整備事業費

病床機能分化推進基盤整
備事業補助金

松阪市 275,264 医療保健部関係補助金等交
付要綱

医療政策課

15 同上 病床数適正化支援事業給
付金

医療法人武田産婦人科 16,416 同上 同上

16 同上 同上 医療法人河合産婦人科 16,416 同上 同上
17 同上 同上 社会福祉法人恩賜財団

済生会松阪総合病院
205,200 同上 同上

18 同上 同上 寺田産婦人科 41,040 同上 同上
19 同上 同上 地方独立行政法人三重

県立総合医療センター
36,936 同上 同上

20 同上 同上 医療法人同心会　遠山
病院

82,080 同上 同上

21 同上 同上 医療法人紀南会　熊野
病院

102,600 同上 同上

22 同上 同上 一般財団法人信貴山病
院分院上野病院

57,456 同上 同上

23 二次救急医療体制強化
推進事業費

小児救急医療拠点病院運
営事業補助金

独立行政法人国立病院
機構　三重病院

39,446 同上 同上

24 三次救急医療体制強化
推進事業費

救命救急センター運営事
業補助金

国立大学法人三重大学
医学部附属病院

68,292 同上 同上

25 同上 同上 日本赤十字社　伊勢赤
十字病院

65,028 同上 同上

26 同上 同上 三重県厚生農業協同組
合連合会　松阪中央総
合病院

90,987 同上 同上

27 同上 ドクターヘリ運航事業補助
金

国立大学法人三重大学
医学部附属病院

353,960 同上 同上

28 看護師等養成所運営費
補助金

三重県看護師等養成所運
営費補助金

学校法人みえ大橋学園 45,606 同上 医療人材課

29 同上 同上 特定医療法人暲純会 19,669 同上 同上
30 同上 同上 公益社団法人津地区医

師会
20,734 同上 同上

31 同上 同上 公益社団法人四日市医
師会

21,562 同上 同上

32 同上 同上 学校法人伊勢学園 20,462 同上 同上

医療保健部　2



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

33 看護師等養成所運営費
補助金

三重県看護師等養成所運
営費補助金

公益社団法人松阪地区
医師会

21,915 医療保健部関係補助金等交
付要綱

医療人材課

34 同上 同上 一般社団法人桑名医師
会

22,291 同上 同上

35 同上 同上 社会医療法人畿内会 19,854 同上 同上
36 同上 同上 学校法人聖十字学院 20,759 同上 同上
37 同上 同上 独立行政法人国立病院

機構　三重中央医療セ
ンター

23,445 同上 同上

38 医師確保対策事業費 周産期新生児科指導医育
成事業補助金

国立大学法人三重大学
医学部附属病院

12,000 同上 同上

39 同上 臨床研修医定着支援事業
補助金

特定非営利活動法人
ＭＭＣ卒後臨床研修セ
ンター

13,891 同上 同上

40 同上 バディホスピタルシステム
実施事業補助金

日本赤十字社　伊勢赤
十字病院

11,250 同上 同上

41 同上 勤務医の労働時間短縮に
向けた体制整備事業補助
金

独立行政法人地域医療
機能推進機構　四日市
羽津医療センター

19,251 同上 同上

42 同上 同上 国立大学法人三重大学
医学部附属病院

175,068 同上 同上

43 同上 生産性向上・職場環境整
備等支援事業補助金

独立行政法人国立病院
機構　三重病院

10,400 同上 同上

44 同上 同上 独立行政法人国立病院
機構　鈴鹿病院

11,600 同上 同上

45 同上 同上 医療法人紀南会　熊野
病院

12,800 同上 同上

46 同上 同上 地方独立行政法人桑名
市総合医療センター

16,000 同上 同上

47 同上 同上 三重県厚生農業協同組
合連合会　鈴鹿中央総
合病院

18,400 同上 同上

48 同上 同上 三重県厚生農業協同組
合連合会　松阪中央総
合病院

17,600 同上 同上

医療保健部　3



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

49 医師確保対策事業費 生産性向上・職場環境整
備等支援事業補助金

松阪厚生病院 31,200 医療保健部関係補助金等交
付要綱

医療人材課

50 同上 同上 一般財団法人信貴山病
院分院上野病院

15,840 同上 同上

51 同上 同上 社会福祉法人恩賜財団
済生会松阪総合病院

17,200 同上 同上

52 同上 同上 国立大学法人三重大学
医学部附属病院

27,400 同上 同上

53 同上 同上 松阪市民病院 13,120 同上 同上
54 同上 同上 市立伊勢総合病院 12,000 同上 同上
55 同上 同上 南勢病院 10,240 同上 同上
56 同上 同上 社会医療法人峰和会 15,160 同上 同上
57 同上 同上 三重県立こころの医療

センター
12,720 同上 同上

58 同上 同上 地方独立行政法人三重
県立総合医療センター

16,160 同上 同上

59 同上 同上 三重県立志摩病院 13,440 同上 同上
60 同上 同上 社会医療法人居仁会

総合心療センターひな
が

19,200 同上 同上

61 同上 同上 三重県厚生農業協同組
合連合会　鈴鹿厚生病
院

12,800 同上 同上

62 同上 同上 社会医療法人畿内会
岡波総合病院

13,400 同上 同上

63 同上 同上 日本赤十字社　伊勢赤
十字病院

24,800 同上 同上

64 同上 同上 社会福祉法人恩賜財団
済生会明和病院

10,560 同上 同上

65 同上 同上 独立行政法人国立病院
機構　三重中央医療セ
ンター

17,600 同上 同上

66 同上 同上 市立四日市病院 21,480 同上 同上

医療保健部　4



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

67 医師確保対策事業費 生産性向上・職場環境整
備等支援事業補助金

医療法人社団主体会
小山田記念温泉病院

15,080 医療保健部関係補助金等交
付要綱

医療人材課

68 地域医療対策事業費 医療施設運営費等補助金 鳥羽市 29,425 同上 同上
69 軽費老人ホーム運営費

補助金
軽費老人ホーム運営費補
助金

社会福祉法人青山里会 68,916 同上 長寿介護課

70 同上 同上 同上 34,266 同上 同上
71 同上 同上 同上 34,937 同上 同上
72 同上 同上 社会福祉法人聖フラン

シスコ会
74,607 同上 同上

73 同上 同上 社会福祉法人鈴の音会 65,332 同上 同上
74 同上 同上 社会福祉法人長茂会 56,412 同上 同上
75 同上 同上 同上 27,891 同上 同上
76 同上 同上 社会福祉法人ユートピ

ア
26,153 同上 同上

77 同上 同上 社会福祉法人英水会 29,665 同上 同上
78 同上 同上 社会福祉法人鈴鹿聖十

字会
28,708 同上 同上

79 同上 同上 医療法人社団川越伊藤
医院

21,770 同上 同上

80 同上 同上 社会福祉法人伊勢湾福
祉会

29,191 同上 同上

81 同上 同上 社会福祉法人陽光会 17,889 同上 同上
82 同上 同上 社会福祉法人博愛会 35,106 同上 同上
83 同上 同上 社会福祉法人三重ベタ

ニヤ
36,033 同上 同上

84 同上 同上 社会福祉法人高田福祉
事業協会

13,885 同上 同上

85 同上 同上 社会福祉法人洗心福祉
会

14,448 同上 同上

86 同上 同上 社会福祉法人正寿会 18,292 同上 同上
87 同上 同上 社会福祉法人アイ・

ティ・オー福祉会
30,247 同上 同上

88 同上 同上 社会福祉法人いろどり
福祉会

18,777 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

89 軽費老人ホーム運営費
補助金

軽費老人ホーム運営費補
助金

医療法人碧会 11,308 医療保健部関係補助金等交
付要綱

長寿介護課

90 同上 同上 社会福祉法人聖ヨゼフ
会松阪

30,270 同上 同上

91 同上 同上 社会福祉法人神戸福祉
会

35,536 同上 同上

92 同上 同上 社会福祉法人太陽の里 36,407 同上 同上
93 同上 同上 同上 15,123 同上 同上
94 同上 同上 同上 15,446 同上 同上
95 同上 同上 社会福祉法人賀集会 14,683 同上 同上
96 同上 同上 社会福祉法人三重豊生

会
34,814 同上 同上

97 同上 同上 社会福祉法人恵成会 27,696 同上 同上
98 同上 同上 社会福祉法人グリーン

センター福祉会
27,876 同上 同上

99 同上 同上 社会福祉法人こもはら
福祉会

20,435 同上 同上

100 同上 同上 同上 17,503 同上 同上
101 介護サービス施設・設

備整備等推進事業費
三重県地域介護・福祉空
間整備等施設整備補助金

社会福祉法人三重豊生
会

18,613 同上 同上 令和6年度
からの繰越

102 同上 三重県地域医療介護総合
確保基金事業（介護施設
等の整備に関する事業）
補助金

伊勢市 10,174 同上 同上 同上

103 同上 同上 伊賀市 41,500 同上 同上 同上
104 同上 同上 鳥羽市 39,600 同上 同上 同上
105 同上 同上 四日市市 39,600 同上 同上 同上
106 介護保険サービス事業

者・施設指定事業費
介護人材確保・職場環境
改善等事業費補助金

社会福祉法人青山里会 18,583 同上 同上 同上

107 同上 同上 社会福祉法人慈徳会 10,083 同上 同上 同上
108 同上 同上 社会福祉法人こもはら

福祉会
12,473 同上 同上 同上

109 同上 同上 社会福祉法人洗心福祉
会

17,301 同上 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

110 介護保険サービス事業
者・施設指定事業費

介護人材確保・職場環境
改善等事業費補助金

社会福祉法人あけあい
会

21,734 医療保健部関係補助金等交
付要綱

長寿介護課 令和6年度
からの繰越

111 三重県介護従事者確保
事業費補助金

三重県介護従事者確保事
業費補助金（介護テクノロ
ジー）

医療法人十愛会 24,300 同上 同上 同上

112 同上 同上 医療法人白鳳会 12,740 同上 同上 同上
113 同上 同上 同上 16,357 同上 同上 同上
114 同上 同上 社会福祉法人あけあい

会
10,000 同上 同上 同上

115 同上 同上 社会福祉法人敬愛会 12,246 同上 同上 同上
116 同上 同上 社会福祉法人洗心福祉

会
29,936 同上 同上 同上

117 同上 同上 社会福祉法人素問会 31,148 同上 同上 同上
118 同上 同上 社会福祉法人南勢聖福

会
10,000 同上 同上 同上

119 同上 同上 社会福祉法人風薫会 14,400 同上 同上 同上
120 同上 同上 社会福祉法人こもはら

福祉会
15,500 同上 同上 同上

121 同上 同上 社会福祉法人こしば福
祉会

13,550 同上 同上

122 同上 同上 社会福祉法人高田福祉
事業協会

28,600 同上 同上

123 同上 同上 社会福祉法人三重福祉
会

10,628 同上 同上

124 同上 同上 社会福祉法人風薫会 15,000 同上 同上
125 社会福祉研修センター

事業費補助金
社会福祉研修センター事
業費補助金

社会福祉法人三重県社
会福祉協議会

10,007 同上 同上

126 介護福祉士等修学資金
貸付事業費

介護福祉士修学資金等貸
付事業補助金

同上 62,923 同上 同上

127 社会福祉施設職員等退
職手当共済事業給付費
補助金

社会福祉施設職員等退職
手当共済事業給付費補助
金

独立行政法人福祉医療
機構

425,038 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

128 医療施設等施設・設備
整備費補助金

医療施設設備整備費補助
金（共同利用施設設備整
備事業）

日本赤十字社　伊勢赤
十字病院

43,999 医療保健部関係補助金等交
付要綱

医務・国保
課

129 同上 同上 地方独立行政法人名張
市立病院

85,974 同上 同上

130 公立大学法人関係事業
費

公立大学法人三重県立看
護大学運営費交付金

公立大学法人三重県立
看護大学

781,317 同上 同上

131 同上 公立大学法人三重県立看
護大学施設整備費補助金

同上 100,147 同上 同上

132 同上 公立大学法人三重県立看
護大学授業料等減免費交
付金

同上 58,646 同上 同上

133 医療保険制度推進交付
金

医療保険制度推進交付金 公益社団法人三重県医
師会

49,977 同上 同上

134 障がい者医療費補助金 障がい者医療費補助金 津市 328,063 同上 同上
135 同上 同上 四日市市 302,511 同上 同上
136 同上 同上 伊勢市 152,203 同上 同上
137 同上 同上 松阪市 177,124 同上 同上
138 同上 同上 桑名市 151,634 同上 同上
139 同上 同上 鈴鹿市 225,773 同上 同上
140 同上 同上 名張市 86,634 同上 同上
141 同上 同上 尾鷲市 27,715 同上 同上
142 同上 同上 亀山市 55,815 同上 同上
143 同上 同上 鳥羽市 27,396 同上 同上
144 同上 同上 熊野市 23,083 同上 同上
145 同上 同上 いなべ市 53,259 同上 同上
146 同上 同上 志摩市 66,471 同上 同上
147 同上 同上 伊賀市 92,999 同上 同上
148 同上 同上 東員町 31,211 同上 同上
149 同上 同上 菰野町 44,660 同上 同上
150 同上 同上 川越町 13,395 同上 同上
151 同上 同上 多気町 18,043 同上 同上
152 同上 同上 明和町 28,866 同上 同上

医療保健部　8



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

153 障がい者医療費補助金 障がい者医療費補助金 大台町 11,773 医療保健部関係補助金等交
付要綱

医務・国保
課

154 同上 同上 玉城町 20,558 同上 同上
155 同上 同上 大紀町 11,748 同上 同上
156 同上 同上 南伊勢町 21,517 同上 同上
157 同上 同上 紀北町 22,885 同上 同上
158 同上 同上 紀宝町 10,974 同上 同上
159 子ども医療費補助金 子ども医療費補助金 津市 391,520 同上 同上
160 同上 同上 四日市市 420,363 同上 同上
161 同上 同上 伊勢市 153,734 同上 同上
162 同上 同上 松阪市 192,254 同上 同上
163 同上 同上 桑名市 176,259 同上 同上
164 同上 同上 鈴鹿市 259,603 同上 同上
165 同上 同上 名張市 86,583 同上 同上
166 同上 同上 尾鷲市 10,978 同上 同上
167 同上 同上 亀山市 81,611 同上 同上
168 同上 同上 鳥羽市 13,710 同上 同上
169 同上 同上 熊野市 10,926 同上 同上
170 同上 同上 いなべ市 56,259 同上 同上
171 同上 同上 志摩市 36,005 同上 同上
172 同上 同上 伊賀市 91,483 同上 同上
173 同上 同上 東員町 39,194 同上 同上
174 同上 同上 菰野町 58,156 同上 同上
175 同上 同上 朝日町 20,404 同上 同上
176 同上 同上 川越町 29,880 同上 同上
177 同上 同上 多気町 16,814 同上 同上
178 同上 同上 明和町 34,100 同上 同上
179 同上 同上 玉城町 21,001 同上 同上
180 同上 同上 紀宝町 11,067 同上 同上
181 一人親家庭等医療費補

助金
一人親家庭等医療費補助
金

津市 79,485 同上 同上

182 同上 同上 四日市市 39,112 同上 同上
183 同上 同上 伊勢市 38,185 同上 同上
184 同上 同上 松阪市 49,459 同上 同上

医療保健部　9



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

185 一人親家庭等医療費補
助金

一人親家庭等医療費補助
金

桑名市 33,894 医療保健部関係補助金等交
付要綱

医務・国保
課

186 同上 同上 鈴鹿市 54,416 同上 同上
187 同上 同上 名張市 22,087 同上 同上
188 同上 同上 亀山市 14,820 同上 同上
189 同上 同上 志摩市 12,812 同上 同上
190 同上 同上 伊賀市 18,667 同上 同上
191 災害医療体制強化推進

事業費
三重県災害時歯科保健医
療提供体制整備事業補助
金

公益社団法人三重県歯
科医師会

44,998 同上 健康推進課

192 健康増進事業費 三重県健康増進事業補助
金

津市 14,833 同上 同上

193 同上 同上 伊勢市 11,769 同上 同上
194 防疫対策事業費 三重県感染症指定医療機

関運営事業費補助金
日本赤十字社　伊勢赤
十字病院

15,240 同上 感染症対策
課

195 予防接種対策事業費 予防接種対策費負担（補
助）金

松阪市 12,124 同上 同上

196 生活衛生関係営業指導
費

生活衛生営業指導セン
ター補助金

公益財団法人三重県生
活衛生営業指導セン
ター

25,376 同上 食品安全課

医療保健部　10



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-1 病床機能分化推進基
盤整備事業補助金

社会医療法人峰和会
鈴鹿回生病院
鈴鹿市国府町字保子里
112番地の1

- 105,072 (根拠)医療保健部関係補助金等交付要綱
　地域医療構想の推進のため、病床の機能分化・連
携を促進し、地域における効果的・効率的な医療提
供体制の構築を図る医療機関に対して補助が必要
となる。
　地域医療構想に沿った病床の機能転換等に係る
施設の整備を行うことで、地域の医療提供体制の維
持・確保ができた。

医療政策課

8-5 同上 松阪市
松阪市殿町1340番地1

- 275,264 (根拠)医療保健部関係補助金等交付要綱
　地域医療構想の推進のため、病床再編の実施に
伴い、地域での医療従事者の維持・確保に取り組む
医療機関に対して補助が必要となる。
　特に取組が必要と認める病床過剰地域における病
床再編において、継続して当該区域に医療従事者等
を維持・確保することができた。

同上

8-2 病床数適正化支援事
業給付金

医療法人同心会
遠山病院
津市南新町17-22

- 82,080 (根拠)医療保健部関係補助金等交付要綱
　医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化
を進める医療機関に対して補助が必要となる。
　病床数の適正化を進める医療機関に対し支援を行
うことで、地域の医療提供体制の維持・確保ができ
た。

同上

8-3 同上 社会福祉法人恩賜財団
済生会松阪総合病院
松阪市旭町一区15番地
6

- 205,200 同上 同上

8-4 同上 医療法人紀南会
熊野病院
熊野市久生屋町868番
地

- 102,600 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-6 救命救急センター運
営事業補助金

三重県厚生農業協同組
合連合会松阪中央総合
病院
松阪市川井町字小望
102

- 90,987 (根拠)医療保健部関係補助金等交付要綱
　県民への安心安全な医療体制の提供のため、不
採算となる地域・救急医療については、やむを得ず
公的な補助が必要となる。
　救命救急センターの運営を支援することで、第三次
救急医療機関のない東紀州地域を中心に重篤患者
の受け入れ体制の充実を図り、県の救急医療体制
の維持・確保ができた。

医療政策課

8-7 ドクターヘリ運航事業
補助金

国立大学法人三重大学
医学部附属病院
津市江戸橋2丁目174番
地

－ 353,960 (根拠)医療保健部関係補助金等交付要綱
　県民への安心安全な医療体制の提供のため、不
採算となる地域・救急医療については、やむを得ず
公的な補助が必要となる。
　市町や関係機関と連携して、啓発活動に取り組む
とともに、救急医療情報システムによる初期救急医
療情報の県民への提供、二次救急医療機関への支
援やドクターヘリの運航等を支援し、地域における救
急医療体制の維持・確保ができた。

同上

8-8 勤務医の労働時間短
縮に向けた体制整備
事業補助金

国立大学法人三重大学
医学部附属病院
津市江戸橋2丁目174番
地

175,240 175,068 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　地域での医療提供体制を確保しつつ、勤務医の労
働時間短縮を進めていくため、勤務環境改善等の取
組や、長時間労働医療機関への医師派遣に要する
費用の一部を補助するものであり、この事業の実施
により、医師の労働時間短縮の取組の推進と地域医
療提供体制の確保が図られた。

医療人材課

7-7 軽費老人ホーム運営
費補助金

社会福祉法人聖フラン
シスコ会
津市安濃町妙法寺892

73,960 74,607 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　高齢者の福祉サービス促進を目的としたこの補助
金は、自宅での生活が困難な高齢者が、軽費老人
ホームを低額で利用できるよう運営経費の一部を軽
減し、利用を促進するものである。
　この事業の実施により、収入が少ない高齢者でも
安心して入居し生活できる環境整備を図ることがで
きた。

長寿介護課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-8 社会福祉施設職員等
退職手当共済事業給
付費補助金

独立行政法人福祉医療
機構
東京都港区虎ノ門4丁
目3番13号

298,382 425,038 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　民間社会福祉施設職員等の処遇の向上を図ること
を目的とし、社会福祉施設職員等退職手当共済法に
基づき独立行政法人福祉医療機構が行う民間社会
福祉施設等職員の退職手当金の支給に要する費用
の一部を補助するものである。
　この事業の実施により、社会福祉施設で働く職員
の処遇の向上を図り、業務への意欲向上と福祉分野
の人材確保を図ることができた。

長寿介護課

8-16 医療施設設備整備費
補助金（共同利用施
設設備整備事業）

地方独立行政法人名張
市立病院
名張市百合が丘西1-
178

- 85,974 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　地域医療支援病院における共同利用部門の体制
を整備するため、共同利用高額医療機器整備費の
一部を補助するものであり、この事業の実施により、
地域の医療機関相互の密接な連携と医療水準の維
持向上が図られた。

医務・国保
課

7-2 公立大学法人三重県
立看護大学運営費交
付金

公立大学法人三重県立
看護大学
津市夢が丘一丁目1番
地1

797,481 781,317 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　公立大学法人三重県立看護大学の運営に要する
経費を運営交付金として交付するものであり、この事
業の実施により、同法人の確実な運営が図られた。

同上

7-3 公立大学法人三重県
立看護大学施設整備
費補助金

同上 106,900 100,147 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　公立大学法人三重県立看護大学が実施する施設・
整備等の整備に要する経費に対して補助を行うもの
であり、この事業の実施により、同法人の教育・研究
環境の充実が図られた。

同上

7-9 障がい者医療費補助
金

津市
津市西丸之内23番1号

330,967 328,063 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　障がい者に係る医療費を助成し、保健の向上と福
祉の増進を図ることを目的としたこの補助金は、県
内の給付の一定水準を確保するため、市町の行う医
療費助成事業に対し、交付するものである。
　この事業の実施により、障がい者が安心して医療
を受けられる環境整備を図ることができた。

同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-10 障がい者医療費補助
金

四日市市
四日市市諏訪町1番5号

310,421 302,511 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　障がい者に係る医療費を助成し、保健の向上と福
祉の増進を図ることを目的としたこの補助金は、県
内の給付の一定水準を確保するため、市町の行う医
療費助成事業に対し、交付するものである。
　この事業の実施により、障がい者が安心して医療
を受けられる環境整備を図ることができた。

医務・国保
課

7-11 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目7番29
号

148,058 152,203 同上 同上

7-12 同上 松阪市
松阪市殿町1340番地1

225,299 177,124 同上 同上

7-13 同上 桑名市
桑名市中央町二丁目37
番地

149,644 151,634 同上 同上

7-14 同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸一丁目18番
18号

232,897 225,773 同上 同上

7-15 同上 名張市
名張市鴻之台1番町1番
地

89,855 86,634 同上 同上

7-16 同上 伊賀市
伊賀市四十九町3184番
地

97,694 92,999 同上 同上

7-17 子ども医療費補助金 津市
津市西丸之内23番1号

417,846 391,520 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　次世代育成の重要性から、小学校6年生までの通
院と中学校3年生までの入院に係る医療費を助成
し、子育て家庭の経済的負担を軽減することを目的
としたこの補助金は、県内の給付の一定水準を確保
するため、市町の行う医療費助成事業に対し、交付
するものである。
　この事業の実施により、子どもが安心して医療を受
けられる環境整備を図ることができた。

同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-18 子ども医療費補助金 四日市市
四日市市諏訪町1番5号

426,123 420,363 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　次世代育成の重要性から、小学校6年生までの通
院と中学校3年生までの入院に係る医療費を助成
し、子育て家庭の経済的負担を軽減することを目的
としたこの補助金は、県内の給付の一定水準を確保
するため、市町の行う医療費助成事業に対し、交付
するものである。
　この事業の実施により、子どもが安心して医療を受
けられる環境整備を図ることができた。

医務・国保
課

7-19 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目7番29
号

160,698 153,734 同上 同上

7-20 同上 松阪市
松阪市殿町1340番地1

216,940 192,254 同上 同上

7-21 同上 桑名市
桑名市中央町二丁目37
番地

156,982 176,259 同上 同上

7-22 同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸一丁目18番
18号

309,288 259,603 同上 同上

7-23 同上 名張市
名張市鴻之台1番町1番
地

83,269 86,583 同上 同上

7-24 同上 亀山市
亀山市本丸町577番地

81,750 81,611 同上 同上

7-26 同上 伊賀市
伊賀市四十九町3184番
地

99,199 91,483 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：医療保健部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-27 一人親家庭等医療費
補助金

津市
津市西丸之内23番1号

74,582 79,485 （根拠）医療保健部関係補助金等交付要綱
　一人親家庭等に係る医療費を助成し、保健の向上
と福祉の増進を図ることを目的としたこの補助金は、
県内の給付の一定水準を確保するため、市町の行う
医療費助成事業に対し、交付するものである。
    この事業の実施により、一人親家庭等が安心して
医療を受けられる環境整備を図ることができた。

医務・国保
課

医療保健部　16



第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 外来化学療法推進事
業補助金

新設 化学療法による脱毛を一定程度防ぐことができる頭皮冷却
装置の整備を支援することで、質の高い外来化学療法を提
供し、がん患者のQOL向上に資することを目的に新設した。

医療政策課

2 病院間の患者搬送の
ための病院救急車活
用促進事業補助金

新設 病院救急車を活用し、高次の医療機関からの転院搬送を促
進するとともに、救急搬送の需要が高まる場合に備えた患
者搬送の手段の確保を図るために新設した。

同上

3 施設整備促進・分娩
取扱施設等経営強化
緊急支援事業費補助
金

新設 経営状況や医療需要の急激な変化の影響を受ける医療施
設等を支援することにより、地域医療提供体制の充実を図
ることを目的に新設した。

同上

4 分娩取扱施設開設時
設備整備支援事業補
助金

新設 分娩取扱施設の新規開設又は承継に必要な設備の整備を
支援することで、リスクの低い分娩を診療所等で受け入れ、
リスクの高い分娩を周産期母子医療センターで確実に受け
入れられるよう、明確な機能分担・連携体制を確保するため
に新設した。

同上

5 地域拠点産科医療機
関支援事業補助金

新設 地域の拠点となる産科医療機関を支援する市町と協調して
補助することで、当該産科医療機関の機能強化につなが
り、当該地域における周産期医療体制の確保するために新
設した。

同上

6 医療施設運営費等補
助金

リフォーム（拡大） 医師少数区域経験認定医師への支援を通して、医師少数
区域等での勤務を促し、医師偏在の解消を図るため、事業
メニューを拡充した。

医療人材課

7 看護師の特定行為に
係る指定研修機関等
施設整備事業費補助
金

新設 特定行為研修を行う指定研修機関の確保及び特定行為研
修を修了した看護師の計画的な養成を図るため新設した。

同上

8 生産性向上・職場環
境整備等支援事業補
助金

新設 病院、診療所等における業務を効率的に行う環境の整備を
支援することで、業務の生産性の向上及び職員の処遇改善
を図るため新設した。

同上

補助金等の見直し状況
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：医療保健部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

9 入退院支援の充実と
連携体制構築事業費
補助金

新設 入退院支援の充実と在宅医療に関わる医療・介護関係者の
連携体制の深化を図ることを目的に新設した。

長寿介護課

10 訪問介護等サービス
提供体制確保支援事
業費補助金

新設 訪問介護等サービス提供体制を確保するため、人材を確保
し、経営改善を図ることを目的に新設した。

同上

11 三重県外国人介護人
材受入施設等環境整
備事業費補助金

リフォーム（改善） 外国人介護人材を受け入れる介護施設等が実施する環境
整備の取組に対して支援することにより、外国人介護職員
の円滑な就労・定着を図るため、事業メニューを改善した。

同上

12 三重県外国人介護人
材情報発信事業費補
助金

リフォーム（改善） 外国人介護人材送出国調査事業において海外現地機関や
教育機関等に対して情報発信を行う団体を支援することに
より、外国人介護人材の受入れを促進するため事業メ
ニューを改善した。

同上

13 三重県災害時歯科保
健医療提供体制整備
事業補助金

新設 災害時においても、適切な歯科保健医療提供体制を確保で
きるよう、必要な設備の整備を行うことを目的に新設した。

健康推進課

14 全国飲食業生活衛生
同業組合連合会全国
三重県大会開催補助
金

新設 組合の活動の活性化・更なる公衆衛生の向上及び増進を図
るために新設した。

食品安全課

15 普通公衆浴場施設・
設備整備補助金

新設 物価統制令により容易に価格転嫁できない普通公衆浴場に
おける施設・設備に係る経費への補助を行うことで、県民の
健康増進及び普通公衆浴場の衛生を確保するために新設
した。

同上

16 三重県薬剤師奨学金
返還支援助成金

新設 奨学金の返還額の一部を助成することにより、薬剤師の県
内病院への就職及び定着を促進するとともに、対象者に人
材育成プログラムの受講を義務付けることで、薬剤師の育
成を図るために新設した。

薬務課

17 薬剤師確保・資質向
上事業費補助金

リフォーム（拡大） 薬剤師の確保及び資質向上を図るため、補助事業の拡充を
行った。

同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1
日常生活自立支援事業
費

生活困窮者就労準備支援
事業費等補助金

社会福祉法人三重県社
会福祉協議会

241,364 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

地域福祉課

2
福祉活動指導員設置費
補助金

福祉活動指導員設置費補
助金

同上 42,000 同上 同上

3
生活保護適正化推進事
業費

救護施設における物価高
騰対策支援補助金

社会福祉法人菰野陽気
園

19,322 同上 同上

4
生活福祉資金貸付事業
補助金

生活福祉資金貸付事業補
助金

社会福祉法人三重県社
会福祉協議会

22,813 同上 同上

5
障がい者就労支援事業
費

三重県障がい者共同受注
窓口事業費補助金

特定非営利活動法人共
同受注窓口みえ

10,216 同上 障がい福祉課

6
障害者介護給付費負担
金

三重県障害福祉（障害児
支援）人材確保・職場環境
改善等事業費補助金

社会福祉法人三重県厚
生事業団

11,369 同上 同上 令和6年度から
の繰越

7
同上 同上 社会福祉法人伊勢亀鈴

会
10,625 同上 同上 同上

8
同上 同上 社会福祉法人名張育成

会
14,521 同上 同上 同上

9
視覚障害者支援セン
ター等運営事業費

点字図書館運営事業費補
助金

社会福祉法人伊賀市社
会事業協会

27,144 同上 同上

10
障がい者スポーツ推進
事業費

障がい者スポーツ運営事
業費補助金

社会福祉法人三重県厚
生事業団

33,877 同上 同上

補助金等の交付実績
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

11
障害者介護給付費負担
金

障害福祉サービス等事業
所における物価高騰対策
支援補助金

社会福祉法人名張育成
会

11,531 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

障がい福祉課 令和6年度から
の繰越

12
障がい者の地域移行受
け皿整備事業費

障害者施設整備事業費補
助金

社会福祉法人和歌山県
福祉事業団

29,300 同上 同上 同上

13
同上 同上 特定非営利活動法人ク

ローバー
84,529 同上 同上

14
同上 同上 特定非営利活動法人つ

どい
30,600 同上 同上

15
同上 同上 社会福祉法人津市社会

福祉事業団
130,200 同上 同上

16
同上 障害児施設整備事業費補

助金
特定非営利活動法人ク
ローバー

59,226 同上 同上

17
同上 同上 社会福祉法人四日市福

祉会
82,168 同上 同上

18
みえ子ども・子育て応援
総合補助金

みえ子ども・子育て応援総
合補助金

津市 18,000 同上 少子化対策課

19
同上 同上 四日市市 18,000 同上 同上

20
同上 同上 伊勢市 18,000 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

21
みえ子ども・子育て応援
総合補助金

みえ子ども・子育て応援総
合補助金

松阪市 19,819 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

少子化対策課

22
同上 同上 桑名市 18,000 同上 同上

23
同上 同上 鈴鹿市 18,000 同上 同上

24
同上 同上 尾鷲市 19,759 同上 同上

25
同上 同上 志摩市 12,998 同上 同上

26
同上 同上 伊賀市 18,000 同上 同上

27
同上 同上 大台町 19,322 同上 同上

28
同上 同上 南伊勢町 17,497 同上 同上

29
同上 同上 紀北町 11,988 同上 同上

30
同上 同上 紀宝町 24,000 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

31
市町少子化対策交付金 地域少子化対策重点推進

交付金
桑名市 13,552 子ども・福祉部関係補助金

等交付要綱
少子化対策課

32
教育・保育給付事業費 施設型給付費・地域型保

育給付費補助金
津市 119,808 同上 子どもの育ち支援課

33
同上 同上 四日市市 153,558 同上 同上

34
同上 同上 伊勢市 66,398 同上 同上

35
同上 同上 松阪市 16,697 同上 同上

36
同上 同上 桑名市 72,920 同上 同上

37
同上 同上 鈴鹿市 47,621 同上 同上

38
同上 同上 名張市 65,600 同上 同上

39
同上 同上 亀山市 10,749 同上 同上

40
同上 同上 いなべ市 26,725 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

41
教育・保育給付事業費 施設型給付費・地域型保

育給付費補助金
伊賀市 19,336 子ども・福祉部関係補助金

等交付要綱
子どもの育ち支援課

42
同上 同上 明和町 12,896 同上 同上

43
地域子ども・子育て支
援事業費、放課後児童
対策事業費補助金

地域子ども・子育て支援事
業費補助金

津市 542,912 同上 同上

44
同上 同上 四日市市 369,933 同上 同上

45
同上 同上 伊勢市 148,202 同上 同上

46
同上 同上 松阪市 157,081 同上 同上

47
同上 同上 桑名市 143,331 同上 同上

48
同上 同上 鈴鹿市 235,384 同上 同上

49
同上 同上 名張市 66,311 同上 同上

50
同上 同上 尾鷲市 11,718 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

51
地域子ども・子育て支
援事業費、放課後児童
対策事業費補助金

地域子ども・子育て支援事
業費補助金

亀山市 84,050 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

子どもの育ち支援課

52
同上 同上 熊野市 31,352 同上 同上

53
同上 同上 いなべ市 38,460 同上 同上

54
同上 同上 志摩市 22,605 同上 同上

55
同上 同上 伊賀市 85,606 同上 同上

56
同上 同上 東員町 39,051 同上 同上

57
同上 同上 菰野町 60,084 同上 同上

58
同上 同上 朝日町 36,102 同上 同上

59
同上 同上 川越町 37,884 同上 同上

60
同上 同上 多気町 19,296 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

61
地域子ども・子育て支
援事業費、放課後児童
対策事業費補助金

地域子ども・子育て支援事
業費補助金

明和町 37,716 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

子どもの育ち支援課

62
同上 同上 大台町 12,383 同上 同上

63
同上 同上 玉城町 28,340 同上 同上

64
同上 同上 大紀町 15,224 同上 同上

65
同上 同上 紀北町 30,861 同上 同上

66
同上 同上 御浜町 14,418 同上 同上

67
放課後児童対策事業費
補助金

三重県放課後児童クラブ
整備費補助金

明和町 27,100 同上 同上

68
同上 同上 津市 11,804 同上 同上

69
次世代育成支援特別保
育推進事業補助金

三重県病児保育施設整備
費補助金

桑名市 15,904 同上 同上

70
同上 低年齢児保育充実事業費

補助金
四日市市 19,687 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

71
次世代育成支援特別保
育推進事業補助金

低年齢児保育充実事業費
補助金

鈴鹿市 17,437 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

子どもの育ち支援課

72
私立幼稚園教育関連事
業費補助金

私立高等学校等教育改革
推進特別補助金

学校法人津田学園 20,100 同上 同上

73
保育対策総合支援事業
費（保育士修学資金貸
付金）

三重県保育士修学資金貸
付等事業費補助金

社会福祉法人三重県社
会福祉協議会

65,921 同上 同上

74
私立幼稚園等振興補助
金

私立幼稚園等振興補助金 学校法人慈光学園 51,652 同上 同上

75
同上 同上 学校法人あおい学園 137,940 同上 同上

76
同上 同上 学校法人八郷学園 85,349 同上 同上

77
同上 同上 学校法人津田学園 285,481 同上 同上

78
同上 同上 学校法人宣真学園 80,840 同上 同上

79
同上 同上 学校法人鈴鹿学園 72,726 同上 同上

80
同上 同上 学校法人古市学園 54,477 同上 同上

子ども・福祉部　8



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

81
私立幼稚園等振興補助
金

私立幼稚園等振興補助金 学校法人大川学園 69,170 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

子どもの育ち支援課

82
同上 同上 学校法人野辺野学園 46,470 同上 同上

83
同上 同上 学校法人三重高等学校 27,986 同上 同上

84
私立幼稚園教育関連事
業費補助金

私立幼稚園等心身障がい
児助成事業補助金

学校法人津田学園 33,905 同上 同上

85
同上 同上 学校法人宣真学園 21,168 同上 同上

86
同上 同上 学校法人富田文化学園 16,464 同上 同上

87
同上 同上 学校法人日本聖公会三

重学園
10,780 同上 同上

88
保育対策総合支援事業
費

家庭支援推進保育事業費
補助金

鈴鹿市 23,029 同上 同上

89
同上 医療的ケア児保育支援事

業費補助金
津市 19,848 同上 同上

90
同上 同上 鈴鹿市 22,897 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

91
保育対策総合支援事業
費

保育体制強化事業費補助
金

津市 24,375 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

子どもの育ち支援課

92
同上 同上 四日市市 29,343 同上 同上

93
同上 同上 伊勢市 17,108 同上 同上

94
同上 同上 桑名市 13,680 同上 同上

95
同上 同上 鈴鹿市 24,624 同上 同上

96
同上 保育補助者雇上強化事業

費補助金
伊勢市 29,855 同上 同上

97
同上 同上 松阪市 25,244 同上 同上

98
同上 同上 鈴鹿市 24,042 同上 同上

99
同上 保育環境改善事業費補助

金
四日市市 14,300 同上 同上

100
不妊相談・治療支援事
業費

特定不妊治療費、一般不
妊治療費及び不育症治療
費等補助金

津市 12,969 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

101
不妊相談・治療支援事
業費

特定不妊治療費、一般不
妊治療費及び不育症治療
費等補助金

四日市市 10,143 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

子どもの育ち支援課

102
重層的支援体制整備事
業交付金

三重県重層的支援体制整
備事業交付金

同上 72,379 同上 同上

103
同上 同上 伊勢市 32,085 同上 同上

104
同上 同上 松阪市 37,291 同上 同上

105
同上 同上 桑名市 36,583 同上 同上

106
同上 同上 鈴鹿市 31,526 同上 同上

107
同上 同上 名張市 30,468 同上 同上

108
同上 同上 亀山市 16,529 同上 同上

109
同上 同上 いなべ市 19,846 同上 同上

110
同上 同上 志摩市 13,032 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

111
重層的支援体制整備事
業交付金

三重県重層的支援体制整
備事業交付金

伊賀市 28,546 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

子どもの育ち支援課

112
同上 同上 御浜町 10,096 同上 同上

113
児童養護施設費 児童家庭支援センター運

営事業費補助金
社会福祉法人アパティ
ア福祉会

14,898 同上 児童相談支援課

114
同上 同上 社会福祉法人里山学院 10,134 同上 同上

115
同上 同上 社会福祉法人津市社会

福祉事業団
10,841 同上 同上

116
同上 同上 社会福祉法人みどり自

由学園
12,898 同上 同上

117
同上 同上 社会福祉法人天理 11,347 同上 同上

118
同上 同上 社会福祉法人名張厚生

協会
10,107 同上 同上

119
同上 児童養護施設等ユニット

体制強化事業費補助金
社会福祉法人アパティ
ア福祉会

11,250 同上 同上

120
福祉事務費 福祉休養ホーム瀞流荘整

備事業費補助金
熊野市 14,394 同上 家庭福祉・施設整備

課
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

121
地域公共交通バリア解
消促進事業費

三重県交通施設バリアフ
リー化設備モデル整備補
助金

近畿日本鉄道株式会社 16,608 子ども・福祉部関係補助金
等交付要綱

家庭福祉・施設整備
課

122
ひとり親家庭自立支援
事業費

三重県学習支援ボランティ
ア事業費補助金

伊勢市 12,462 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：子ども・福祉部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-4 生活困窮者就労準
備支援事業費等補
助金

社会福祉法人三重県社
会福祉協議会
津市桜橋2丁目131

－ 241,364 （根拠）子ども・福祉部関係補助金等交付要綱
日常生活自立支援事業を実施する三重県社会福祉
協議会に対し、専門員や生活支援員の配置等に要
する経費を補助することにより、判断能力に不安の
ある方々の福祉サービスの適切な利用につながっ
た。

地域福祉課

8-1 障害者施設整備事
業費補助金

特定非営利活動法人ク
ローバー
三重県鈴鹿市南若松町
3524-1

－ 84,529 （根拠）子ども・福祉部関係補助金等交付要綱
障がい者関係施設の整備促進を目的としたこの補
助金は、社会福祉法人等が施設整備を行う際に必
要となる多額の財政負担を軽減することにより、障
がい者の日中活動の場の整備促進を図るものであ
り、補助金の交付が最も効果的な方法である。
この事業の実施により、障がい児者が地域で自立し
た生活を送ることができる環境の整備が進んだ。

障がい福祉課

8-2 同上 社会福祉法人津市社会
福祉事業団
三重県津市垂水1300-30

－ 130,200 （根拠）子ども・福祉部関係補助金等交付要綱
障がい者関係施設の整備促進を目的としたこの補
助金は、社会福祉法人等が施設整備を行う際に必
要となる多額の財政負担を軽減することにより、障
がい者の日中活動の場の整備促進を図るものであ
り、補助金の交付が最も効果的な方法である。
この事業の実施により、障がい児者が地域で自立し
た生活を送ることができる環境の整備が進んだ。

同上

8-3 障害児施設整備事
業費補助金

社会福祉法人四日市福
祉会
三重県四日市市別名3丁
目3-10

－ 82,168 （根拠）子ども・福祉部関係補助金等交付要綱
障がい児関係施設の整備促進を目的としたこの補
助金は、社会福祉法人等が施設整備を行う際に必
要となる多額の財政負担を軽減することにより、障
がい児の日中活動の場の整備促進を図るものであ
り、補助金の交付が最も効果的な方法である。
この事業の実施により、障がい児者が地域で自立し
た生活を送ることができる環境の整備が進んだ。

同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：子ども・福祉部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-5 地域子ども・子育て
支援事業費補助金

津市
津市西丸之内23-1

－ 542,912 （根拠）子ども・福祉部関係補助金等交付要綱
全ての子どもと子育て家庭を対象とし、地域のニー
ズに応じた様々な子育て支援事業を実施する市町
に対し補助を行うことにより、地域における子育て環
境の充実を図ることができた。

子どもの育ち支援課

7-6 同上 四日市市
四日市市諏訪町1-5

－ 369,933 同上 同上

7-7 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目7-29

－ 148,202 同上 同上

7-8 同上 松阪市
松阪市殿町1340-1

－ 157,081 同上 同上

7-9 同上 桑名市
桑名市中央町2-37

－ 143,331 同上 同上

7-10 同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目18-18

－ 235,384 同上 同上

7-11 同上 亀山市
亀山市本丸町577

－ 84,050 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：子ども・福祉部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-12 地域子ども・子育て
支援事業費補助金

伊賀市
伊賀市四十九町3184

－ 85,606 （根拠）子ども・福祉部関係補助金等交付要綱
全ての子どもと子育て家庭を対象とし、地域のニー
ズに応じた様々な子育て支援事業を実施する市町
に対し補助を行うことにより、地域における子育て環
境の充実を図ることができた。

子どもの育ち支援課

6-22 私立幼稚園等振興
補助金

学校法人あおい学園
四日市市大矢知町2700

83,007 137,940 （根拠）子ども・福祉部関係補助金等交付要綱
私立幼稚園等を設置・経営する学校法人に対して、
幼児教育の維持及び向上並びに園児の就園に係る
保護者の経済的負担を軽減するとともに、幼稚園の
経営基盤の安定化を図るため、経常費の一部を補
助するものである。
この事業の実施により、幼児教育の維持・向上が図
られ、保護者の経済的負担が軽減されるとともに、
学校法人の経営基盤の安定化が図られた。

同上

7-18 私立幼稚園等振興
補助金(令和6年度）

学校法人八郷学園
四日市市千代田町459

48,960 85,349 同上 同上

6-23 同上 学校法人津田学園
四日市市笹川1丁目106-
2

166,483 285,481 同上 同上

7-19 同上 学校法人宣真学園
鈴鹿市鈴鹿ハイツ5-45

48,602 80,840 同上 同上

7-20 同上 学校法人鈴鹿学園
鈴鹿市神戸2丁目20-18

45,607 72,726 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：子ども・福祉部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-13 施設型給付費・地域
型保育給付費補助
金

津市
津市西丸之内23-1

－ 119,808 （根拠）子ども・福祉部関係補助金等交付要綱
市町が民間の幼稚園や認定こども園等に対して行う
施設型給付費等の支給に要する費用の一部を補助
することにより、施設の設備及び運営に関する基準
を維持することができた。

子どもの育ち支援課

7-14 同上 四日市市
四日市市諏訪町1-5

－ 153,558 同上 同上

8-11 同上 桑名市
桑名市中央町2-37

－ 72,920 同上 同上

8-10 三重県重層的支援
体制整備事業交付
金

四日市市
四日市市諏訪町1-5

- 72,379 （根拠）子ども・福祉部関係補助金等交付要綱
地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応
する包括的な支援体制整備を実施する市町に対し
補助を行うことにより、対象者の属性を問わない相
談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援
の充実を図ることができた。

同上
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1

三重県社会福祉施設
等設備災害復旧費補
助金（障がい者施
設、児童福祉施設
等）

新設 国の補助事業に合わせて、豪雨及び暴風雨による災害によ
り被害を受けた社会福祉施設等の早期の復旧を支援し、円
滑な運営を確保するため新設した。

子ども・福祉
総務課

2

第１２回戦没者等の
遺族に対する特別弔
慰金事務市町交付金

新設 市町が行う第１２回戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の
支給に係る事務に必要な経費を負担することで、市町の経
費負担の軽減を図るため新設した。

地域福祉課

3

救護施設における物
価高騰対策支援補助
金（大規模災害時の
備え）

新設 物価高騰で運営が厳しい救護施設が、大規模災害の発生
時の避難受け入れ等に備えられるよう、災害発生時に必要
な設備・備品の購入費用の経費負担軽減を図るため新設し
た。

同上

4

ひきこもり支援体制
整備の加速化推進補
助金

休止 令和7年度に補助を希望する市町がないため休止。 同上

5

障害福祉サービス等
事業所における物価
高騰対策支援補助金

新設 物価高騰に伴い上昇した電気代・ガス代・食材費・ガソリン
代の一部を補助することにより、厳しい運営状況となってい
る障害福祉サービス等事業所の継続を図ることを目的とし
て新設した。

障がい福祉課

6

三重県障害福祉（障
害児支援）人材確保・
職場環境改善等事業
費補助金

新設 職員の処遇改善、職場環境の改善等に取り組む事業所を
支援することで、障害福祉職員の確保・定着及び障害福祉
サービスの質の向上を図ることを目的として新設した。

同上

補助金等の見直し状況
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

7

三重県フリースクー
ル等民間施設運営支
援補助金

新設 不登校児童生徒等が将来の社会的自立に向けて、安全安
心に過ごすことができるよう、フリースクール等民間施設を
支援することで、居場所を確保することを目的として新設し
た。

少子化対策課

8

三重県妊婦のための
支援給付費補助金

新設 安心して出産・子育てができる環境整備のため、市町が実
施する「妊婦のための支援給付」に係る事務費の一部に対
して補助を行うため、国の補助事業新設に合わせて新設し
た。

子どもの育ち
支援課

9

三重県出産・子育て
応援交付金

廃止 出産・子育て応援給付金から妊婦のための支援給付への
制度移行のため廃止。

同上

10

三重県保育所等にお
ける性被害防止対策
に係る設備等支援事
業費補助金

廃止 性被害防止対策に係る設備等支援事業費補助金から保育
環境改善事業費補助金の補助事業移行に伴う廃止。

同上

11

三重県妊婦に対する
遠方の分娩取扱施設
への交通費及び宿泊
費支援事業費補助金

リフォーム（統合） 国の補助事業に合わせて、三重県妊産婦等に対する遠方
の分娩取扱施設等への交通費等支援事業を新設したた
め。

同上

12

三重県妊婦に対する
遠方の産科医療機関
等で受診する妊婦健
診時にかかる交通費
支援事業費補助金

リフォーム（統合） 国の補助事業に合わせて、三重県妊産婦等に対する遠方
の分娩取扱施設等への交通費等支援事業を新設したた
め。

同上
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：子ども・福祉部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

13

保育環境改善事業費
補助金

リフォーム（拡大） 子どもの安心・安全を確保するため、認可外保育施設に対
して、性被害防止対策を図るための設備の導入等に係る費
用も新たに補助対象とした。

子どもの育ち
支援課
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：環境生活部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 私立高等学校等振興補
助金

私立高等学校等振興補
助金

学校法人津田学園 405,427 私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交
付要綱

私学課

2 同上 同上 学校法人暁学園 543,805 同上 同上
3 同上 同上 学校法人四日市メリ

ノール学院
266,700

同上 同上

4 同上 同上 学校法人エスコラピオ
ス学園

404,415 同上 同上

5 同上 同上 学校法人鈴鹿享栄学園 620,757 同上 同上
6 同上 同上 学校法人高田学苑 706,543 同上 同上
7 同上 同上 学校法人セントヨゼフ女

子学園
199,649 同上 同上

8 同上 同上 学校法人三重高等学校 605,825 同上 同上
9 同上 同上 学校法人皇學館 354,118 同上 同上
10 同上 同上 学校法人伊勢学園 260,657 同上 同上
11 同上 同上 学校法人愛農学園 79,192 同上 同上
12 同上 同上 学校法人日生学園 289,059 同上 同上
13 同上 同上 学校法人みえ大橋学園 64,286 同上 同上
14 同上 同上 学校法人玉村学園 12,843 同上 同上
15 同上 同上 学校法人八木学園 42,414 同上 同上
16 同上 私学振興会退職基金事

業補助金
公益社団法人三重県私
学振興会

137,871 環境生活部関係補助金等交
付要綱

同上

17 同上 日本私立学校振興・共
済事業団補助金

日本私立学校振興・共
済事業団

88,071 同上 同上

18 私立特別支援学校振興
補助金

私立特別支援学校振興
補助金

学校法人特別支援学校
聖母の家学園

259,299 私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交
付要綱

同上

19 私立専修学校振興補助
金

私立専修学校振興補助
金

学校法人みえ大橋学園 10,826 同上 同上

20 同上 同上 学校法人古川学園 17,193 同上 同上
21 三重県私立学校物価高

騰対策支援補助金
三重県私立学校物価高
騰対策支援補助金

学校法人日生学園 14,392 環境生活部関係補助金等交
付要綱

同上

補助金等の交付実績
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：環境生活部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

22 私立高等学校等就学支
援金交付事業費

私立高校生等臨時支援
金

学校法人津田学園 23,649 環境生活部関係補助金等交
付要綱

私学課

23 同上 同上 学校法人暁学園 45,471 同上 同上
24 同上 同上 学校法人四日市メリ

ノール学院
20,029 同上 同上

25 同上 同上 学校法人エスコラピオ
ス学園

46,667 同上 同上

26 同上 同上 学校法人鈴鹿享栄学園 52,011 同上 同上
27 同上 同上 学校法人高田学苑 81,344 同上 同上
28 同上 同上 学校法人セントヨゼフ女

子学園
10,856 同上 同上

29 同上 同上 学校法人三重高等学校 56,289 同上 同上
30 同上 同上 学校法人皇學館 23,970 同上 同上
31 同上 同上 学校法人伊勢学園 10,439 同上 同上
32 同上 同上 学校法人日生学園 19,193 同上 同上
33 同上 同上 学校法人代々木学園 27,580 同上 同上
34 同上 同上 学校法人近畿大学 15,191 同上 同上
35 斎宮歴史博物館管理運

営費
斎宮跡普及・啓発活動
等支援補助金

明和町 19,357 同上 文化振興課

36 隣保館整備費補助金 隣保館整備費補助金 四日市市 10,098 地方改善施設整備費補助金
交付要綱
環境生活部関係補助金等交
付要綱

人権課

37 同上 同上 伊賀市 12,258 同上 同上
38 隣保館運営費等補助金 隣保館運営費等補助金 桑名市 13,804 地方改善事業費（隣保館運営

費等）補助金交付要綱
環境生活部関係補助金等交
付要綱

同上

39 同上 同上 四日市市 14,729 同上 同上
40 同上 同上 鈴鹿市 20,123 同上 同上
41 同上 同上 津市 72,193 同上 同上
42 同上 同上 松阪市 22,028 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：環境生活部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

43 隣保館運営費等補助金 隣保館運営費等補助金 伊勢市 14,677 地方改善事業費（隣保館運営
費等）補助金交付要綱
環境生活部関係補助金等交
付要綱

人権課

44 同上 同上 伊賀市 52,499 同上 同上
45 同上 同上 名張市 14,763 同上 同上
46 「ごみゼロ社会」実現推

進事業費
ポストＲＤＦに向けた施
設整備等補助金

桑名広域清掃事業組合 100,000 環境生活部関係補助金等交
付要綱

資源循環推
進課

47 資源循環システム構築
事業費

三重県産業廃棄物抑制
等設備機器整備費補助
金

京セラドキュメントソ
リューションズ株式会社

50,000 同上 同上

48 同上 同上 有限会社佐藤ピッグ
ファーム

33,500 同上 同上

49 同上 同上 ヤマギシズム生活豊里
実顕地農事組合法人

33,000 同上 同上

50 同上 同上 とよさ株式会社 15,150 同上 同上
51 同上 同上 有限会社あがたファー

ム
11,750 同上 同上

52 海岸漂着物対策推進事
業費

海岸漂着物等対策事業
補助金

四日市港管理組合 24,730 同上 同上

53 脱炭素社会推進事業費 三重県太陽光発電設備
等設置費（個人向け）補
助金

四日市市 23,626 同上 地球温暖化
対策課

54 同上 同上 津市 17,819 同上 同上
55 同上 同上 松阪市 12,440 同上 同上
56 同上 同上 伊勢市 11,525 同上 同上
57 同上 三重県太陽光発電設備

等設置費（事業者向け）
補助金

株式会社TIKUSON 10,000 同上 同上

58 同上 同上 サンユー技研工業株式
会社

10,000 同上 同上

59 同上 同上 中外医薬生産株式会社 10,000 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：環境生活部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

60 浄化槽設置促進事業補
助金

浄化槽設置促進事業補
助金、公共浄化槽等整
備促進事業補助金、特
定地域生活排水処理施
設整備促進事業補助金

松阪市 10,958 環境生活部関係補助金等交
付要綱

大気・水環
境課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び住
所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-4 私立高等学校等振
興補助金

学校法人津田学園
四日市市笹川1丁目106-2

243,713 405,427 （根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担っている私立学校を支援すること
で、建学の精神に基づく教育の充実が図られる。
（必要性）
私立学校の教育条件の維持・向上並びに在籍児童・
生徒に係る修学上の経済的負担の軽減を図るため
には、私立学校の経営の健全性を高め、その発展を
促進する必要がある。
（効果）
学校法人の経営の安定性の確保に寄与することが
できた。
（交付基準の妥当性）
学校種ごとに配分基準を設けて算出している。

私学課

7-5 同上 学校法人暁学園
四日市市萱生町238

347,165 543,805 同上 同上

7-6 同上 学校法人四日市メリノール
学院
四日市市平尾町2800

152,951 266,700 同上 同上

7-7 同上 学校法人エスコラピオス学
園
四日市市追分1丁目9-34

238,208 404,415 同上 同上

7-8 同上 学校法人鈴鹿享栄学園
鈴鹿市庄野町1260

371,433 620,757 同上 同上

7-9 同上 学校法人高田学苑
津市大里窪田町字下沢
2865-1

427,691 706,543 同上 同上

7-10 同上 学校法人セントヨゼフ女子
学園
津市半田1330

124,810 199,649 同上 同上

7-11 同上 学校法人三重高等学校
松阪市久保町1232

369,594 605,825 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び住
所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-12 私立高等学校等振
興補助金

学校法人皇學館
伊勢市神田久志本町1704

216,000 354,118 （根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担っている私立学校を支援すること
で、建学の精神に基づく教育の充実が図られる。
（必要性）
私立学校の教育条件の維持・向上並びに在籍児童・
生徒に係る修学上の経済的負担の軽減を図るため
には、私立学校の経営の健全性を高め、その発展を
促進する必要がある。
（効果）
学校法人の経営の安定性の確保に寄与することが
できた。
（交付基準の妥当性）
学校種ごとに配分基準を設けて算出している。

私学課

7-13 同上 学校法人伊勢学園
伊勢市黒瀬町562-13

150,967 260,657 同上 同上

8-5 同上 学校法人愛農学園
伊賀市別府690

44,606 79,192 同上 同上

7-14 同上 学校法人日生学園
津市白山町八対野2739

163,657 289,059 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び住
所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-3 私学振興会退職基
金事業補助金

公益社団法人三重県私学
振興会
津市上浜町１丁目293-4

- 137,871 （根拠）
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担う私立学校の教職員退職手当資
金を充実し就労環境の安定に寄与することで、教育
の充実が図られる。
（必要性）
私立学校で優れた教育が提供されるためには、退職
手当制度が充実し、教職員が安心して授業を実施で
きるようにすることが必要である。
（効果）
退職金制度の安定化に寄与し、教職員の処遇の安
定、必要な人材の確保に寄与することができた。
（交付基準の妥当性）
教職員の標準報酬月額の総計に、補助率を乗じて
算出している。

私学課

8-4 日本私立学校振
興・共済事業団補
助金

日本私立学校振興・共済
事業団
東京都文京区湯島1丁目
7-5

88,268 88,071 （根拠）
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担う私立学校の長期共済事業を充
実し就労環境の安定に寄与することで、教育の充実
が図られる。
（必要性）
私立学校で優れた教育が提供されるためには、長期
共済事業が充実し、教職員が安心して授業を実施で
きるようにすることが必要である。
（効果）
長期共済事業の安定化に寄与し、教職員の処遇の
安定、必要な人材の確保に寄与することができた。
（交付基準の妥当性）
教職員の標準報酬月額の総計に、補助率を乗じて
算出している。

同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び住
所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-15 私立特別支援学校
振興補助金

学校法人特別支援学校聖
母の家学園
四日市市波木町330-5

- 259,299 （根拠）
私立学校振興助成法
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担っている私立学校を支援すること
で、建学の精神に基づく教育の充実が図られる。
（必要性）
私立学校の教育条件の維持・向上並びに在籍児童・
生徒に係る修学上の経済的負担の軽減を図るため
には、私立学校の経営の健全性を高め、その発展を
促進する必要がある。
（効果）
学校法人の経営の安定性の確保に寄与することが
できた。
（交付基準の妥当性）
補助対象経費を定め算出している。

私学課

8-1 私立高校生等臨時
支援金

学校法人高田学苑
津市大里窪田町字下沢
2865-1

80,527 81,344 （根拠）
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
公教育の一翼を担っている私立学校を支援すること
で、建学の精神に基づく教育の充実が図られる。
（必要性）
国の実施する教育費負担軽減に対応するため、就
学支援金の支援内容を拡充する。
（効果）
私立高等学校等に通う生徒等の保護者の経済的負
担を軽減し、教育の機会均等を図る。
（交付基準の妥当性）
補助対象経費を定め算出している。

同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び住
所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-2 隣保館運営費等補
助金

津市
津市西丸之内23-1

－ 72,193 (根拠）
地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金交付要
綱、環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
当補助金は、地域社会全体の中で福祉の向上や人
権啓発の住民交流の拠点となる隣保館への支援で
あり、公益性を有する。
（必要性）
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第７条
の規定に基づく「人権教育・啓発に関する基本計画」
に隣保館の役割が位置付けられており、隣保館は開
かれたコミュニティーセンターとして、地域における生
活上の課題解決に向けた地域福祉の推進やさまざ
まな人権課題の解決のために設置運営され、各種
事業を実施する必要がある。
（効果）
開かれたコミュニティーセンターとしての隣保館の運
営、事業の推進に寄与できた。
（交付基準の妥当性）
市町隣保館の運営費と事業毎に基準額を設け、そ
の範囲内で3/4の補助を基本とし交付している。補助
金の内、2/3が国より交付されている。

人権課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：環境生活部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び住
所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-18 ポストＲＤＦに向け
た施設整備等補助
金

桑名広域清掃事業組合
桑名市多度町力尾字沢地
4028

- 100,000 （根拠）
環境生活部関係補助金等交付要綱
（公益性）
ＲＤＦ製造団体(伊賀市、紀北町、南牟婁清掃施設組
合、桑名広域清掃事業組合及び香肌奥伊勢資源化
広域連合)の新たなごみ処理体制への円滑な移行に
寄与することから、公益性がある。
（必要性）
ポストＲＤＦに向けて必要となる施設整備等を支援す
る必要がある。
（効果）
ＲＤＦ製造団体の新たなごみ処理体制への円滑な移
行に寄与することができた。
（交付基準等の妥当性）
補助基本額に補助率を乗じて算出している。

資源循環推
進課
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：環境生活部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 私立高校生等臨時支
援金

新設 私立高等学校で学ぶ生徒等に対して、授業料を助成し、教
育費の負担軽減を図り教育の機会均等に寄与することを目
的に新設した。

私学課

2 三重県文化振興基金
活用事業補助金

廃止 助成事業の目的が一定程度達成されたため廃止した。 文化振興課

3 三重県犯罪被害者等
財産開示手続及び第
三者からの情報取得
手続費用助成金

新設 犯罪被害者及びその遺族への経済的負担の軽減のため、
加害者への財産開示手続又は第三者からの情報取得手続
を行うために要する費用を助成する制度を新設した。

くらし・交通安
全課

4 不法投棄等防止のた
めの地域づくり支援
事業負担金

新設 地域住民及び地元自治体等と連携し、不法投棄等防止の
啓発活動及び不法投棄等された産業廃棄物等の撤去をす
ることで、さらなる生活環境等の悪化を防止し、地域全体で
不法投棄等をさせない地域づくりを進めるため、新設した。

廃棄物対策課

補助金等の見直し状況
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 新規就農者総合支援事
業費

農業教育環境整備事業
費補助金

学校法人愛農学園愛農
学園農業高等学校

54,792 農林水産部関係補助金等交
付要綱

担い手支援
課

2 地域農政推進対策事業
費

農用地利用集積特別対
策事業費補助金（機構
集積協力金交付事業）

度会町 11,649 同上 同上

3 同上 担い手確保・経営強化
支援事業費補助金

津市 38,487 同上 同上

4 同上 スマート農業・農業支援
サービス事業導入総合
サポート緊急対策事業
費補助金

株式会社つじ農園 14,788 同上 同上

5 農林水産業版プラット
フォーム整備事業費

農地中間管理機構事業
費補助金

公益財団法人三重県農
林水産支援センター

116,375 同上 同上

6 新規就農者総合支援事
業費

新規就農者育成総合対
策事業費補助金(経営
発展支援事業)

津市 20,625 同上 同上

7 同上 新規就農者確保緊急円
滑化対策事業費補助金
(初期投資促進事業)

四日市市 11,250 同上 同上

8 同上 同上 鈴鹿市 11,170 同上 同上

補助金等の交付実績
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

9 新規就農者総合支援事
業費

新規就農者育成総合対
策事業費補助金(就農
準備資金・経営開始資
金)

津市 12,000 農林水産部関係補助金等交
付要綱

担い手支援
課

10 同上 同上 伊勢市 10,500 同上 同上

11 同上 同上 御浜町 22,500 同上 同上

12 農業委員会及び農業委
員会ネットワーク機構
助成費

農業委員会ネットワー
ク機構負担金

一般社団法人三重県農
業会議

17,126 同上 同上

13 同上 機構集積支援事業費補
助金

同上 12,440 同上 同上

14 同上 農地利用最適化交付金 津市 15,148 同上 同上

15 農業経営近代化資金融
通事業費

農業経営近代化資金利
子補給金

三重県信用農業協同組
合連合会

18,597 三重県農業経営近代化資金
利子補給金交付規則

農産物安
全・流通課

16 同上 同上 三重北農業協同組合 13,855 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

17 農業経営近代化資金融
通事業費

農業経営近代化資金利
子補給金

みえなか農業協同組合 21,489 三重県農業経営近代化資金
利子補給金交付規則

農産物安
全・流通課

18 施設園芸・茶燃料価格
高騰対策支援事業費

施設園芸等燃料価格高
騰対策支援事業費補助
金

三重県茶業会議所 15,387 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農産園芸課

19 農産物の生産振興事業
費

園芸特産物生産振興対
策事業費補助金

茶来まつさか株式会社 24,493 同上 同上

20 同上 米・麦・大豆生産総合対
策事業費補助金

東員町 21,827 同上 同上

21 同上 同上 菰野町 33,069 同上 同上

22 同上 産地生産基盤パワー
アップ事業費補助金

鈴鹿市 11,164 同上 同上

23 同上 経営所得安定対策等推
進事業費補助金

松阪市 13,727 同上 同上

24 食肉センター流通対策
事業費

県産食肉安定供給施設
支援事業費補助金

株式会社三重県松阪食
肉公社

48,250 同上 畜産課
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

25 食肉センター流通対策
事業費

市場機能強化対策事業
費補助金

四日市市 38,951 農林水産部関係補助金等交
付要綱

畜産課

26 飼料価格高騰緊急対策
事業費

飼料価格高騰緊急対策
事業費補助金

一般社団法人三重県畜
産協会

14,572 同上 同上

27 同上 同上 一般社団法人三重県配
合飼料価格安定基金協
会

73,629 同上 同上

28 同上 同上 三重県酪農農業協同組
合

19,717 同上 同上

29 同上 同上 ＪＡ全農くみあい飼料株
式会社東日本事業本部
東海支店

17,957 同上 同上

30 高収益型畜産連携体育
成事業費

畜産施設等整備事業費
補助金

熊野市 55,412 同上 同上

31 同上 同上 津市畜産堆肥利用促進
協議会

18,075 同上 同上

32 家畜衛生危機管理体制
維持事業費

家畜伝染病緊急防疫体
制整備事業費補助金

一般社団法人三重県畜
産協会

43,122 同上 家畜防疫対
策課
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

33 団体営かんがい排水事
業費

団体営かんがい排水事
業費補助金

いなべ市 22,400 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農業基盤整
備課

34 同上 同上 津市 14,221 同上 同上

35 同上 同上 明和町 14,766 同上 同上

36 同上 同上 宮川用水土地改良区 14,432 同上 同上

37 同上 同上 伊勢市 11,040 同上 同上

38 同上 同上 同上 22,074 同上 同上

39 同上 同上 伊賀市 14,660 同上 同上

40 同上 同上 員弁川用水第二土地改
良区

10,548 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

41 県単土地基盤整備事業
費

土地改良施設整備補修
事業費補助金

三重県土地改良事業団
体連合会

90,000 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農業基盤整
備課

42 基幹農業水利施設ス
トックマネジメント事業
費

基幹農業水利施設ス
トックマネジメント事業
費補助金（水利施設管
理強化事業）

宮川用水土地改良区 31,046 同上 同上

43 同上 同上 中勢用水土地改良区 10,500 同上 同上

44 同上 同上 青蓮寺用水土地改良区 21,600 同上 同上

45 高度水利機能確保基盤
整備事業費

高度水利機能確保基盤
整備事業費補助金（農
地耕作条件改善事業）

四日市市 14,720 同上 同上

46 同上 高度水利機能確保基盤
整備事業費補助金

小俣町土地改良区 76,571 同上 同上

47 同上 同上 多気町 30,372 同上 同上

48 同上 同上 松阪市 18,975 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

49 高度水利機能確保基盤
整備事業費

高度水利機能確保基盤
整備事業費補助金

伊勢市 29,700 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農業基盤整
備課

50 同上 高度水利機能確保基盤
整備事業費補助金（畑
作等促進整備事業）

株式会社浅井農園 24,720 同上 同上

51 団体営ため池等整備事
業費

団体営ため池等整備事
業費補助金

東員町 20,000 同上 同上

52 同上 同上 同上 10,500 同上 同上

53 同上 同上 四日市市 23,000 同上 同上

54 同上 同上 松阪市 60,000 同上 同上

55 同上 同上 同上 40,400 同上 同上

56 同上 同上 多気町 12,000 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

57 団体営ため池等整備事
業費

団体営ため池等整備事
業費補助金

多気町 12,000 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農業基盤整
備課

58 同上 同上 大台町 35,000 同上 同上

59 同上 同上 同上 11,993 同上 同上

60 同上 同上 いなべ市 30,000 同上 同上

61 同上 同上 同上 39,000 同上 同上

62 同上 同上 菰野町 11,200 同上 同上

63 同上 同上 津市 62,000 同上 同上

64 同上 同上 同上 36,860 同上 同上

農林水産部　8



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

65 団体営ため池等整備事
業費

団体営ため池等整備事
業費補助金

大紀町 25,331 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農業基盤整
備課

66 同上 同上 同上 39,969 同上 同上

67 同上 同上 伊賀市 176,415 同上 同上

68 同上 同上 同上 83,486 同上 同上

69 同上 同上 名張市 26,700 同上 同上

70 同上 同上 三重県土地改良事業団
体連合会

10,000 同上 同上

71 国営等関連対策事業費 三重用水施設管理費負
担金

独立行政法人水資源機
構

120,970 独立行政法人水資源機構法 同上

72 同上 木曽川用水施設管理費
負担金

同上 37,838 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

73 団体営災害耕地復旧事
業費

農地農業用施設災害復
旧事業費等補助金

津市 18,185 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農業基盤整
備課

74 同上 同上 多気町 13,203 同上 同上

75 同上 同上 伊賀市 18,986 同上 同上

76 同上 同上 松阪市 61,994 同上 同上

77 同上 同上 同上 15,512 同上 同上

78 団体営農村振興総合整
備事業費

団体営農村振興総合整
備事業費補助金

御浜町 22,458 同上 農山漁村づ
くり課

79 団体営農業集落排水整
備促進事業費

団体営農業集落排水整
備促進事業費補助金

亀山市 16,900 同上 同上

80 同上 同上 名張市 14,498 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

81 団体営農業集落排水整
備促進事業費

団体営農業集落排水整
備促進事業費補助金

名張市 30,919 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農山漁村づ
くり課

82 同上 同上 明和町 48,000 同上 同上

83 同上 同上 いなべ市 16,000 同上 同上

84 同上 同上 鈴鹿市 24,300 同上 同上

85 中山間地域等直接支払
事業費

中山間地域等直接支払
交付金

いなべ市 21,827 同上 同上

86 同上 同上 菰野町 12,950 同上 同上

87 同上 同上 津市 26,566 同上 同上

88 同上 同上 松阪市 10,749 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

89 中山間地域等直接支払
事業費

中山間地域等直接支払
交付金

大台町 11,635 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農山漁村づ
くり課

90 同上 同上 伊賀市 91,786 同上 同上

91 日本型直接支払事業費 多面的機能支払交付金 三重県農地・水・環境保
全向上対策協議会

12,000 同上 同上

92 同上 同上 桑名市 51,024 同上 同上

93 同上 同上 いなべ市 58,354 同上 同上

94 同上 同上 木曽岬町 20,907 同上 同上

95 同上 同上 東員町 30,444 同上 同上

96 同上 同上 四日市市 34,622 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

97 日本型直接支払事業費 多面的機能支払交付金 鈴鹿市 72,199 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農山漁村づ
くり課

98 同上 同上 亀山市 10,766 同上 同上

99 同上 同上 菰野町 78,707 同上 同上

100 同上 同上 津市 154,270 同上 同上

101 同上 同上 松阪市 162,990 同上 同上

102 同上 同上 多気町 46,110 同上 同上

103 同上 同上 明和町 38,424 同上 同上

104 同上 同上 伊勢市 93,223 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

105 日本型直接支払事業費 多面的機能支払交付金 玉城町 49,135 農林水産部関係補助金等交
付要綱

農山漁村づ
くり課

106 同上 同上 伊賀市 151,754 同上 同上

107 同上 同上 名張市 32,470 同上 同上

108 同上 同上 御浜町 11,979 同上 同上

109 農地調整費 最適土地利用総合事業
交付金

御浜土地改良区 40,005 同上 農地調整課

110 獣害につよい地域づくり
推進事業費

鳥獣被害防止総合対策
事業費補助金

津市 26,557 同上 獣害対策課

111 同上 同上 四日市市鳥獣被害防止
総合対策事業推進協議
会

18,423 同上 同上

112 同上 同上 菰野町鳥獣害防止総合
対策協議会

15,658 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

113 獣害につよい地域づくり
推進事業費

鳥獣被害防止総合対策
事業費補助金

松阪市 14,780 農林水産部関係補助金等交
付要綱

獣害対策課

114 同上 同上 伊賀市 14,141 同上 同上

115 同上 同上 南伊勢町 11,842 同上 同上

116 同上 同上 熊野市 11,438 同上 同上

117 同上 同上 御浜町鳥獣害防止総合
対策協議会

15,594 同上 同上

118 原木安定供給促進事業
費

原木安定供給促進事業
費補助金

中勢森林組合 42,134 同上 森林・林業
経営課

119 同上 同上 西垣林業株式会社三重
事業所

47,986 同上 同上

120 林業・木材産業構造改
革事業費

林業・木材産業構造改
革事業費補助金

同上 13,600 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

121 林業・木材産業振興事
業費

林業・木材産業振興事
業費補助金

中勢森林組合 18,300 農林水産部関係補助金等交
付要綱

森林・林業
経営課

122 同上 同上 松阪飯南森林組合 11,817 同上 同上

123 災害に強い森林再生事
業費

災害に強い森林再生事
業費補助金

木原造林株式会社大台
事業所

22,402 同上 同上

124 造林事業費 国補造林事業費補助金 中勢森林組合 31,042 同上 同上

125 同上 同上 松阪飯南森林組合 36,996 同上 同上

126 同上 同上 森林組合おわせ 13,856 同上 同上

127 同上 同上 安田木材有限会社 12,247 同上 同上

128 同上 同上 中勢森林組合 65,593 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

129 造林事業費 国補造林事業費補助金 木原造林株式会社美杉
事業所

16,403 農林水産部関係補助金等交
付要綱

森林・林業
経営課

130 同上 同上 松阪飯南森林組合 48,927 同上 同上

131 同上 同上 木原造林株式会社大台
事業所

67,277 同上 同上

132 同上 同上 沖中造林株式会社 15,975 同上 同上

133 同上 同上 田中林業株式会社 14,428 同上 同上

134 同上 同上 大紀森林組合 21,204 同上 同上

135 同上 同上 森林組合おわせ 67,784 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

136 造林事業費 国補造林事業費補助金 紀北町 11,614 農林水産部関係補助金等交
付要綱

森林・林業
経営課

137 同上 同上 三重くまの森林組合 16,531 同上 同上

138 同上 同上 株式会社山一本店 10,532 同上 同上

139 同上 同上 林業事業者 17,611 同上 同上

140 林道事業費 林道事業費補助金 松阪市 56,555 同上 治山林道課

141 同上 同上 熊野市 53,480 同上 同上

142 同上 同上 同上 74,468 同上 同上

143 同上 同上 津市 14,796 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

144 林道施設災害復旧事業
費

林業用施設災害復旧事
業費補助金

名張市 21,460 農林水産部関係補助金等交
付要綱

治山林道課

145 同上 同上 熊野市 18,009 同上 同上

146 同上 同上 同上 29,947 同上 同上

147 同上 同上 度会町 96,025 同上 同上

148 同上 同上 紀宝町 57,404 同上 同上

149 みえ森と緑の県民税市
町交付金事業費

みえ森と緑の県民税市
町交付金（基本枠）

津市 26,254 同上 みどり共生
推進課

150 同上 同上 松阪市 24,773 同上 同上

151 同上 同上 伊賀市 22,171 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

152 みえ森と緑の県民税市
町交付金事業費

みえ森と緑の県民税市
町交付金（基本枠）

明和町 16,538 農林水産部関係補助金等交
付要綱

みどり共生
推進課

153 同上 同上 鈴鹿市 16,245 同上 同上

154 同上 同上 伊勢市 14,343 同上 同上

155 同上 同上 熊野市 13,580 同上 同上

156 同上 同上 大紀町 12,957 同上 同上

157 同上 同上 大台町 12,720 同上 同上

158 同上 同上 名張市 12,545 同上 同上

159 同上 同上 志摩市 11,846 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

160 みえ森と緑の県民税市
町交付金事業費

みえ森と緑の県民税市
町交付金（基本枠）

いなべ市 11,650 農林水産部関係補助金等交
付要綱

みどり共生
推進課

161 同上 同上 桑名市 11,527 同上 同上

162 同上 同上 紀北町 11,049 同上 同上

163 同上 同上 南伊勢町 10,996 同上 同上

164 同上 同上 亀山市 10,000 同上 同上

165 同上 みえ森と緑の県民税市
町交付金（連携枠）

大台町 41,279 同上 同上

166 同上 同上 津市 24,113 同上 同上

167 同上 同上 伊賀市 16,506 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

168 みえ森と緑の県民税市
町交付金事業費

みえ森と緑の県民税市
町交付金（連携枠）

多気町 13,500 農林水産部関係補助金等交
付要綱

みどり共生
推進課

169 同上 同上 度会町 10,117 同上 同上

170 同上 同上 松阪市 10,000 同上 同上

171 森林環境創造事業費 県単森林環境創造事業
費補助金

大台町 10,000 同上 同上

172 配合飼料価格高騰対策
緊急支援事業費

配合飼料価格高騰対策
緊急支援事業費助成金

杉本養殖株式会社 11,244 同上 漁政課

173 同上 同上 株式会社丸寿海産 10,496 同上 同上

174 同上 同上 尾鷲物産株式会社 68,295 同上 同上

175 同上 同上 株式会社ミズタニ 13,892 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）　　　(単位：千円)
番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

176 漁業近代化資金融通事
業費

漁業近代化資金利子補
給金

東日本信用漁業協同組
合連合会三重支店

51,112 三重県漁業近代化資金利子
補給金交付規則

漁政課

177 漁業共済推進事業費 漁業共済（赤潮特約）事
業費補助金

三重県漁業共済組合 20,157 農林水産部関係補助金等交
付要綱

同上

178 全国豊かな海づくり大
会推進事業費

第44回全国豊かな海づ
くり大会三重県実行委
員会負担金

第44回全国豊かな海づ
くり大会三重県実行委
員会

470,355 同上 水産資源課

179 市町営水産物供給基盤
機能保全事業費

水産物供給基盤機能保
全事業費補助金

鳥羽市 79,903 同上 水産基盤整
備課

180 同上 同上 志摩市 33,570 同上 同上

181 同上 同上 尾鷲市 27,300 同上 同上

182 同上 同上 熊野市 13,050 同上 同上

183 同上 同上 鳥羽市 48,349 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-4 農地中間管理機構事
業費補助金
(令和7年度)

公益財団法人三重県農
林水産支援センター
松阪市嬉野川北町530

114,008 116,375 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき、
農地中間管理機構を通じた担い手への農地集積・集
約化を進めることで、農地の利用の効率化及び高度
化を図り、農業の生産性の向上に資することから、
公益性を有する。
（必要性）
法律に基づき、県が三重県農地中間管理機構として
指定を行っており、農地中間管理事業の推進に必要
である。
（効果）
リタイアする農業者等が所有する農地を機構（交付
先）が借り受け、担い手へ集積・集約する取組が進
められており、農地の効率的な利用につながってい
る。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

担い手支援
課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-1 飼料価格高騰緊急対
策事業費補助金
（令和7年度）

一般社団法人三重県配
合飼料価格安定基金協
会
津市栄町2丁目364サ
ニーハイツ205

77,856 73,629 (根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
配合飼料・粗飼料の異常な価格高騰が長期化し、飼
料購入にかかる農家負担額が大幅に増加しており、
県内畜産経営に及ぼす影響を緩和し、県内畜産業
の維持・安定を図ることから、公益性を有する。
（必要性）
配合飼料・粗飼料の異常な高騰が長期化すること
で、国の配合飼料価格安定制度の対象とならない農
家負担額が大幅に増加し、県内畜産農家の経営の
存続が危惧される状況にある。このため、飼料購入
に係る経費に対し緊急に支援を行うことにより、畜産
経営の維持・安定を図る必要がある。
（効果）
飼料購入に係る経費に対する緊急支援により、畜産
経営の維持・安定が図られることで、県産畜産物の
安定供給が期待される。
（交付基準の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

畜産課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

6-7 団体営ため池等整備
事業費補助金
（令和6年度）

伊賀市
伊賀市四十九町3184

31,880 260,380 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
農業用ため池の耐震調査により、防災減災対策を行
うことは、農業生産の維持、地域の災害防止につな
がることから公益性を有する。
（必要性）
農業生産の維持や農業経営の安定及び地域住民の
暮らしの安全の確保を図るため防災減災対策を行う
ことは必要である。
（効果）
ため池の耐震調査により、ため池の現状把握及び耐
震化対策計画を策定し防災減災対策を行うことがで
きた。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

農業基盤整
備課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-8 三重用水施設管理費
負担金
（令和7年度）

独立行政法人水資源機
構
埼玉県さいたま市中央
区新都心11-2

122,442 120,970 （根拠）
独立行政法人水資源機構法
（公益性）
広域にわたる大規模な用水施設について、適切な
施設管理を行うことで、農業用水を安定的に供給
し、農業生産基盤の安定を図るものであり、公益性
を有する。
（必要性）
農業用水の安定供給と農業生産基盤を維持するた
めには、適切な施設管理を行うことが必要である。
（効果）
本事業により、適切な施設管理と水資源の確保が図
られ、農業用水の安定供給を達成することができ
た。
（交付基準等の妥当性）
独立行政法人水資源機構法施行令に定められた負
担割合に基づき、交付している。

農業基盤整
備課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-10 高度水利機能確保基
盤整備事業費補助金
（令和7年度）

小俣町土地改良区
伊勢市小俣町本町３

- 76,571 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
農地集積を推進することにより、農業の振興、食料
の安定供給につながることから、公益性を有する。
（必要性）
農業者が減少する中、少人数で効率的な営農を行う
ため、農地を担い手へ集積が必要である。
（効果）
本事業により、担い手への農地集積を図ることがで
きた。
（交付基準等の妥当性）
農業者が減少する中、少人数で効率的な営農を行う
上で、農地集積は必須であり、施策の目的を実現す
るためには補助金の交付以外に方法はない。

農業基盤整
備課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-2 土地改良施設整備補
修事業費補助金
(令和7年度）

三重県土地改良事業団
体連合会
津市広明町330

58,200 90,000 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
土地改良施設の整備・補修を行うことは、食料を安
定的に供給するとともに、水資源等の効率的利用な
どの多面的機能を維持しようとするものであり、公益
性を有するものである。
（必要性）
農業用水の安定供給と農業生産基盤を維持するた
めには、施設の整備・補修を行うことが必要である。
（効果）
本事業により、適切な施設管理と水資源の確保が図
られ、農業用水の安定供給を達成することができ
た。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

農業基盤整
備課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-11 多面的機能支払交付
金
（令和7年度）

津市
津市西丸之内23-1

141,899 154,270 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
地域の農業者を中心に地域内外の多様な主体が連
携して、社会資本である地域資源（農地、農業用用
排水、農道等）を維持保全するため、公共性を有す
る。
（必要性）
地域資源（農地、農業用用排水、農道等）の維持保
全活動を実施するためには、地域のさまざまな主体
が参画する仕組みづくりが必要である。
（効果）
農業者だけでなく、地域住民、自治会、農業者団体
等の多様な主体が参加する活動組織の設立を促し、
農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図る
ことに貢献した。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

農山漁村づ
くり課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-12 多面的機能支払交付
金
（令和7年度）

松阪市
松阪市殿町1340-1

147,504 162,990 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
地域の農業者を中心に地域内外の多様な主体が連
携して、社会資本である地域資源（農地、農業用用
排水、農道等）を維持保全するため、公共性を有す
る。
（必要性）
地域資源（農地、農業用用排水、農道等）の維持保
全活動を実施するためには、地域のさまざまな主体
が参画する仕組みづくりが必要である。
（効果）
農業者だけでなく、地域住民、自治会、農業者団体
等の多様な主体が参加する活動組織の設立を促し、
農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図る
ことに貢献した。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

農山漁村づ
くり課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-13 多面的機能支払交付
金
（令和7年度）

伊勢市
伊勢市岩渕１丁目7-29

83,096 93,223 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
地域の農業者を中心に地域内外の多様な主体が連
携して、社会資本である地域資源（農地、農業用用
排水、農道等）を維持保全するため、公共性を有す
る。
（必要性）
地域資源（農地、農業用用排水、農道等）の維持保
全活動を実施するためには、地域のさまざまな主体
が参画する仕組みづくりが必要である。
（効果）
農業者だけでなく、地域住民、自治会、農業者団体
等の多様な主体が参加する活動組織の設立を促し、
農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図る
ことに貢献した。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

農山漁村づ
くり課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-14 多面的機能支払交付
金
（令和7年度）

伊賀市
伊賀市四十九町3184

146,114 151,754 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
地域の農業者を中心に地域内外の多様な主体が連
携して、社会資本である地域資源（農地、農業用用
排水、農道等）を維持保全するため、公共性を有す
る。
（必要性）
地域資源（農地、農業用用排水、農道等）の維持保
全活動を実施するためには、地域のさまざまな主体
が参画する仕組みづくりが必要である。
（効果）
農業者だけでなく、地域住民、自治会、農業者団体
等の多様な主体が参加する活動組織の設立を促し、
農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図る
ことに貢献した。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

農山漁村づ
くり課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-3 中山間地域等直接支
払交付金
（令和7年度）

伊賀市
伊賀市四十九町3184

564 91,786 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
中山間地域等に対する直接支払制度は、耕作放棄
地の発生を防止し、食料供給力を確保するとともに、
農業生産活動による国土の保全、水資源かん養等
の公益的な多面的機能を維持しようとするものであ
り、公益性を有する。
（必要性）
農業生産活動を維持するとともに、多面的機能を確
保するため、中山間地域等と平坦地域との生産条件
格差を補正する必要がある。
（効果）
集落協定を締結した地域では、対象農用地が適切
に管理され、耕作放棄地等の発生を未然に防止する
ことができた。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

農山漁村づ
くり課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-14 多面的機能支払交付
金
（令和7年度）

鈴鹿市
鈴鹿市神戸1丁目18-18

66,077 72,199 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
地域の農業者を中心に地域内外の多様な主体が連
携して、社会資本である地域資源（農地、農業用用
排水、農道等）を維持保全するため、公共性を有す
る。
（必要性）
地域資源（農地、農業用用排水、農道等）の維持保
全活動を実施するためには、地域のさまざまな主体
が参画する仕組みづくりが必要である。
（効果）
農業者だけでなく、地域住民、自治会、農業者団体
等の多様な主体が参加する活動組織の設立を促し、
農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図る
ことに貢献した。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

農山漁村づ
くり課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-15 多面的機能支払交付
金
（令和7年度）

菰野町
三重郡菰野町大字潤田
1250

68,821 78,707 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
地域の農業者を中心に地域内外の多様な主体が連
携して、社会資本である地域資源（農地、農業用用
排水、農道等）を維持保全するため、公共性を有す
る。
（必要性）
地域資源（農地、農業用用排水、農道等）の維持保
全活動を実施するためには、地域のさまざまな主体
が参画する仕組みづくりが必要である。
（効果）
農業者だけでなく、地域住民、自治会、農業者団体
等の多様な主体が参加する活動組織の設立を促し、
農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図る
ことに貢献した。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

農山漁村づ
くり課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-17 第44回全国豊かな海
づくり大会三重県実
行委員会負担金
（令和7年度）

第44回全国豊かな海づ
くり大会三重県実行委
員会
津市栄町1丁目954

513,719 470,355 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
4大行幸啓の1つである全国豊かな海づくり大会の開
催にあたり、水産資源を守り増やす取組や、海や河
川といった自然を守る大切さを県民をはじめ国民に
周知するものであることから、公益性を有する。
（必要性）
第44回全国豊かな海づくり大会の開催にあたっては
多額の経費を要することから、施策の目的を実現す
るために負担金を交付する必要がある。
（効果）
県内外の方々に対し、三重県の豊かな海の恵みや
環境保全の大切さ等を広く理解していただける効果
がある。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、負担金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

水産資源課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：農林水産部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

6-17 水産物供給基盤機能
保全事業費補助金
（令和6年度）

鳥羽市
鳥羽市鳥羽3丁目1-1

- 120,000 （根拠）
農林水産部関係補助金等交付要綱
（公益性）
漁業者等が利用する施設であり、高品質で安心な水
産物の供給及び利用者の安全確保につながること
から公益性を有する。
（必要性）
護岸の老朽化によって漁港機能を喪失するおそれ
があり、円滑な漁業活動に支障をきたす可能性があ
るため、護岸整備を行う必要がある。
（効果）
漁港施設の安全な利用が可能となり、水産物の安定
供給に寄与することができた。
（交付基準等の妥当性）
施策の実現のためには、補助金の交付による以外
有効な方法はなく、交付基準・交付金額の妥当性及
び補助事業者等の適格性については、農林水産部
関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に交付
している。

水産基盤整
備課
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 地域型食品企業等連
携促進事業補助金

新設 地域の核となる食品企業による農林漁業者等と連携・協調
した新たなビジネスの創出や食品企業間の協調を図る実証
等の取組を補助するため、新設した。

フードイノベー
ション課

2 農地利用最適化交付
金

廃止 国の補助事業が完了したことに伴い、廃止した。 担い手支援課

3 農用地利用集積特別
対策事業費補助金
（機構集積協力金交
付事業）

廃止 国の補助事業が完了したことに伴い、廃止した。 同上

4 経営体育成支援事業
費補助金

廃止 国の補助事業が完了したことに伴い、廃止した。 同上

5 担い手確保・経営強
化支援事業費補助金

リフォーム（改善） 国の補助事業の内容変更に伴い、事業内容を変更した。 同上

6 新規就農者育成総合
対策事業費補助金
（誘致環境整備事業）

リフォーム（改善） 国の補助事業の内容変更に合わせ、補助金の名称を変更
した。

同上

7 集落営農連携促進等
事業費補助金

リフォーム（改善） 国の補助事業の要綱改正に伴い、記載内容を変更した。 同上

補助金等の見直し状況
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

8 スマート農業・農業支
援サービス事業導入
総合サポート緊急対
策事業費補助金

新設 農業支援サービス事業体の育成や活動を促進することで、
農業の持続的な発展を図るため、新設した。

担い手支援課

9 スマート農業・農業支
援サービス事業導入
総合サポート緊急対
策事業費補助金

廃止 令和7年度限りの事業であったため、廃止した。 同上

10 小規模農業者による
地域営農継続モデル
事業費補助金

リフォーム（改善） 近年の資材価格高騰や農産物販売価格の変動によって経
営環境が厳しくなっている小規模農業者への支援拡充のた
め、補助率及び補助上限金額を見直した。

同上

11 農業分野における多
様な担い手確保事業
費補助金（女性が働
きやすい環境整備支
援）

リフォーム（改善） 事業対象要件である農産物販売実績（直近3年間）を令和8
年度版に変更した。

同上

12 地域農業構造転換支
援事業費補助金

新設 地域の中核となって農地を引き受ける担い手が経営改善に
取り組む場合に必要な農業用機械・施設の導入を支援する
ことで、地域農業の構造転換を図るため、新設した。

同上

13 農用地利用集積特別
対策事業費補助金
（農地集約化促進事
業）

新設 農地中間管理機構を通じた賃借等を行い、農地の集約化等
に取り組む地域を支援することにより、担い手への農地集
積・集約化を図るため、新設した。

同上
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

14 農地利用最適化推進
事業費補助金

新設 市町農業委員会による農地利用の最適化に向けた積極的
な活動の推進を図るため、新設した。

担い手支援課

15 スマート農業・農業支
援サービス事業加速
化総合対策事業費補
助金

新設 農業支援サービス事業者の育成及び活動の促進等の取組
を支援することで、労働生産性の高い農業構造への転換を
図るため、新設した。

同上

16 新規就農者チャレン
ジ事業費補助金

新設 認定新規就農者に対して、就農後の経営発展を図る取組の
うち、農業用機械・施設等の導入を支援するため、新設し
た。

同上

17 農地利用効率化等支
援事業費補助金

新設 地域計画に位置付けられた担い手が、経営改善の取組に
必要な農業用機械・施設の導入を支援することで、農業の
成長産業化や所得の増大を図るため、新設した。

同上

18 農業経営近代化資金
保証料補助金

リフォーム（拡大） 米国の相互関税発動による景気の悪化等により生産や販
売流通に影響が見込まれる農業者の経営を金融面から支
援するために設定した新たな融資枠に係る借入に必要とな
る保証料を補助対象として拡大した。

農産物安全・
流通課

19 中山間地域活性化資
金利子補給補助金

廃止 事業終了に伴い廃止した。 同上

20 病害虫防除体系確立
推進事業費補助金

リフォーム（拡大・改善） 地域が一体となった効果的・効率的な防除体制の構築に対
して補助するため、一部事業内容を新設するとともに、総合
的病害虫管理普及推進事業交付金から名称を変更した。

同上

農林水産部　41



第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

21 有機農業転換推進事
業費補助金

リフォーム（改善） 国の要綱改正に伴い、補助対象者等を変更した。 農産物安全・
流通課

22 物価高騰対応国内資
源由来肥料転換モデ
ル事業費補助金

新設 化学肥料からの転換や施肥コスト低減につながるモデル体
系の確立と普及拡大を目的に、国内資源由来肥料の活用
技術の実証に必要な機械の導入等に対して補助するため、
新設した。

同上

23 米・麦・大豆生産総合
対策事業費補助金

リフォーム（改善） 国の要綱・要領の改正に伴い、交付率を変更した。 農産園芸課

24 新基本計画実装・農
業構造転換支援事業
費補助金

リフォーム（改善） 国の要綱・要領の改正に伴い、交付率を変更した。 同上

25 産地生産基盤パワー
アップ事業費補助金

リフォーム（改善） 補助事業対象の見直しに伴い、事業の内容を変更した。 同上

26 肉用牛生産基盤強化
支援事業費補助金

新設 全国的に繁殖農家が減少しており、肥育素牛の確保が難し
くなることが予想されており、県産和牛の持続的な生産に必
要となる肥育素牛の県内供給の取組の重要性が高まって
いることから、繁殖素牛導入の取組を支援する必要がある
ために新設した。

畜産課

27 基幹農業水利施設ス
トックマネジメント事
業費補助金（水利施
設管理強化事業）

リフォーム（改善） 国の実施要綱・要領に基づき、補助事業の内容等を見直し
た。

農業基盤整備
課
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

28 団体営かんがい排水
事業費補助金

リフォーム（改善） 国の実施要綱・要領に基づき、補助事業の内容等を見直し
た。

農業基盤整備
課

29 農山漁村のこだわり
の商品展開事業費補
助金

新設 農山漁村の地域資源を生かしたビジネスに取り組む意欲が
ある者等に対して、都市圏の商談会への出展等の支援を行
うことで、農山漁村におけるビジネスの取組を拡大し、収入
や雇用の確保につなげるため新設した。

農山漁村づく
り課

30 多面的機能支払交付
金

リフォーム（改善） 国の交付制度見直しに伴い、補助事業の内容等を見直し
た。

同上

31 団体営農村振興総合
整備事業費補助金

リフォーム（改善） 国の交付制度見直しに伴い、補助事業の内容等を見直し
た。

同上

32 中山間地域等直接支
払交付金

リフォーム（改善） 国の交付制度見直しに伴い、補助事業の内容等を見直し
た。

同上

33 土地改良区機能強化
支援事業費補助金

新設 土地改良法の改正に伴い、連携管理保全計画（水土里ビ
ジョン）の策定を支援するため、補助事業を新設した。

農地調整課

34 最適土地利用総合事
業交付金

リフォーム（改善） 国の実施要領の一部改正に伴い、交付率を変更した。 同上
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

35 鳥獣被害防止総合対
策事業費補助金

リフォーム（改善） 国の補助事業の内容変更に伴い、事業内容を改正した。 獣害対策課

36 指定管理鳥獣対策事
業費補助金

リフォーム（改善） 国の補助事業の内容変更に伴い、事業内容を改正した。 同上

37 カーボンニュートラル
の実現に向けた林業
GX推進事業費補助
金

廃止 事業終了に伴い廃止した。 森林・林業経
営課

38 みえスマート林業躍
進事業費補助金

リフォーム（拡大） スマート林業の現場実装を支援するため、事業内容を拡充
した。

同上

39 みえスマート林業躍
進事業費補助金

廃止 事業終了に伴い廃止した。 同上

40 国補造林事業費補助
金

リフォーム（拡大） 森林由来J-クレジットの創出に係る森林整備を支援するた
め、補助事業を拡充した。

同上

41 林業・木材産業振興
事業費補助金

リフォーム（改善） 国の補助事業の要領改正に伴い、記載内容を変更した。 同上
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

42 原木安定供給促進事
業費補助金

リフォーム（改善） 国の補助事業の要領改正に伴い、記載内容を変更した。 森林・林業経
営課

43 花粉の少ない森林へ
の転換促進事業費補
助金

新設 花粉の少ない森林への転換促進に向けて、花粉の少ない
苗木等への植替えに関する取組を支援するため新設した。

同上

44 外国人材における林
業労働力確保対策事
業費補助金

新設 林業労働力確保に向けて、林業事業体が行う外国人材受
入れに必要な体制等の整備を支援するため新設した。

同上

45 みえの木づかい×ゼ
ロカーボン推進事業
費補助金

リフォーム（改善） 補助事業等の内容について、より詳細に表記するため、記
載内容を変更した。

同上

46 新規就業者確保にか
かるホームページ作
成等支援事業費補助
金

新設 林業労働力確保に向けて新規就業者確保の取組を支援す
るため新設した。

同上

47 新規就業者確保にか
かるホームページ作
成等支援事業費補助
金

リフォーム（拡大） 林業労働力確保に向けて新規就業者確保の取組を支援す
るため事業内容を拡充した。

同上

48 森林資源デジタル管
理推進対策事業費補
助金

廃止 ＩＣＴ活用ソフト等導入推進事業費補助金に統合したため廃
止した。

同上
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

49 ＩＣＴ活用ソフト等導入
推進事業費補助金

リフォーム（統合、改善） ＩＣＴ技術活用促進事業費補助金と森林資源デジタル管理推
進対策事業費補助金を廃止し、ＩＣＴ活用ソフト等導入推進
事業費補助金に統合するとともに、国の補助事業の内容変
更に伴い、事業内容を変更した。

森林・林業経
営課

50 指定管理鳥獣対策事
業費補助金

新設 人とツキノワグマの棲み分けに向けて、ツキノワグマを人里
に近づけないための環境整備を支援するため新設した。

みどり共生推
進課

51 配合飼料価格高騰対
策緊急支援事業費助
成金

新設 配合飼料価格の高騰により、魚類養殖業者の経営が逼迫し
ていることから、漁業経営セーフティーネット構築事業（配合
飼料）に加入している魚類養殖業者の負担経費の一部を支
援し、経営の安定を図るため、新設した。

漁政課

52 水産業エネルギー価
格高騰対策支援事業
費支援金

新設 エネルギー価格高騰に伴い、国支援対象外期間における漁
協の製氷事業等に係る電力料金への支援を通じて漁業者
の負担を軽減し、経営の安定化を図るため、新設した。

同上

53 水産業エネルギー価
格高騰対策支援事業
費支援金

廃止 エネルギー価格高騰の影響を受けた漁協を緊急的に支援
するものであり、令和7年度限りの事業であったため、廃止
した。

同上

54 漁協事業再編促進事
業費補助金

リフォーム（改善） 不要施設等の処分・再編を支援し、漁協合併を含む漁協の
収益構造改革を促進するため、補助率を変更した。

同上

55 海業スタートアップ支
援事業費補助金

新設 海業の推進に必要となる既存施設の改修及び必要となる機
器類の導入を支援するため、新設した。

同上
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：農林水産部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

56 水産業共同利用施設
災害復旧事業費補助
金

新設 水産業共同利用施設の災害を復旧し、水産業の維持及び
その経営の安定を図るため、新設した。

漁政課

57 第44回全国豊かな海
づくり大会三重県実
行委員会負担金

廃止 「第44回全国豊かな海づくり大会～美し国みえ大会～」の終
了に伴い、廃止した。

水産資源課

58 市町営水産物供給基
盤機能保全事業費補
助金

リフォーム（改善） 事業名との統一を図るため、補助金名称を変更した。 水産基盤整備
課

59 市町営農山漁村地域
整備事業費補助金

リフォーム（改善） 事業名との統一を図るため、補助金名称を変更した。 同上

60 漁業用施設災害復旧
事業費補助金

リフォーム（改善） 事業内容の一部を所管替えしたため、補助金名称を変更し
た。

同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：雇用経済部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 四日市港振興事業費 四日市港管理組合県負
担金

四日市港管理組合 1,713,018 四日市港管理組合規約 雇用経済総
務課

2 技能振興事業費 技能向上対策費補助金 三重県職業能力開発協
会

53,641 雇用経済部関係補助金等交
付要綱

障がい者雇
用・就労促
進課

3 食品産業の輸出向け
HACCP等対応施設整
備事業費

食品産業の輸出向け
HACCP等対応施設整
備交付金

中勢製氷冷蔵株式会社 289,158 同上 県産品振興
課

4 同上 同上 水谷養蜂園株式会社 87,183 同上 同上

5 ＬＰガス料金高騰対策
支援事業費

LPガス料金高騰対策支
援金

東邦液化ガス株式会社 184,582 同上 新産業振興
課

6 同上 同上 カニエJAPAN株式会社 71,394 同上 同上
7 同上 同上 朝日ガスエナジー株式

会社
51,920 同上 同上

8 同上 同上 イワタニ三重株式会社 40,704 同上 同上
9 同上 同上 株式会社マルエイ 29,860 同上 同上
10 同上 同上 株式会社ガスパル 27,664 同上 同上
11 同上 同上 上野ガス株式会社 27,048 同上 同上
12 同上 同上 株式会社エネアーク中

部　三重南支店
23,503 同上 同上

13 同上 同上 名張近鉄ガス株式会社 23,246 同上 同上
14 同上 同上 石井燃商株式会社 20,692 同上 同上
15 同上 同上 株式会社エネアーク中

部
18,528 同上 同上

16 同上 同上 三重交通商事株式会社 17,773 同上 同上
17 同上 同上 関西プロパン瓦斯株式

会社
15,446 同上 同上

18 同上 同上 アストモスリテイリング
株式会社中部第一カン
パニー三重支店

15,006 同上 同上

19 同上 同上 株式会社エネアーク中
部三重北支店

14,096 同上 同上

補助金等の交付実績
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：雇用経済部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

20 ＬＰガス料金高騰対策
支援事業費

LPガス料金高騰対策支
援金

伊丹産業株式会社　桑
名支店

12,613 雇用経済部関係補助金等交
付要綱

新産業振興
課

21 同上 同上 伊勢米穀企業組合 12,546 同上 同上
22 同上 同上 丹頂ガス株式会社 11,109 同上 同上
23 同上 同上 三重液化ガス株式会社 11,037 同上 同上
24 同上 同上 カワセガス株式会社 10,496 同上 同上
25 同上 同上 上野ガス株式会社　亀

山支店
10,462 同上 同上

26 特別高圧電力料金高騰
対策支援事業費

特別高圧電力料金高騰
対策支援金

株式会社ミヤケ 17,561 同上 同上

27 ものづくり産業推進事
業費

ものづくり産業競争力
強化支援事業費補助金

公益財団法人三重県産
業支援センター

17,490 同上 同上

28 石油貯蔵施設立地対策
事業費

石油貯蔵施設立地対策
等交付金

四日市市 111,234 同上 同上

29 電源立地地域対策交付
金

電源立地地域対策交付
金(水力枠)

紀北町 11,960 同上 同上

30 同上 同上 熊野市 10,638 同上 同上
31 中小企業支援センター

等事業費補助金
中小企業支援センター
等事業費補助金

公益財団法人三重県産
業支援センター

174,221 同上 中小企業・
サービス産
業振興課

32 エネルギー価格等高騰
対応生産性向上・業態
転換支援補助金

同上 同上 290,203 同上 同上

33 中小企業連携組織対策
事業費

中小企業連携組織対策
事業費補助金

三重県中小企業団体中
央会

109,068 同上 同上

34 小規模事業支援費補助
金

小規模事業支援費補助
金

三重県商工会連合会 898,174 同上 同上

35 同上 同上 桑名商工会議所 52,463 同上 同上
36 同上 同上 四日市商工会議所 65,341 同上 同上
37 同上 同上 鈴鹿商工会議所 50,081 同上 同上
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：雇用経済部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

38 小規模事業支援費補助
金

小規模事業支援費補助
金

亀山商工会議所 39,096 雇用経済部関係補助金等交
付要綱

中小企業・
サービス産
業振興課

39 同上 同上 津商工会議所 85,979 同上 同上
40 同上 同上 松阪商工会議所 47,593 同上 同上
41 同上 同上 伊勢商工会議所 56,736 同上 同上
42 同上 同上 鳥羽商工会議所 45,739 同上 同上
43 同上 同上 上野商工会議所 36,841 同上 同上
44 同上 同上 名張商工会議所 41,237 同上 同上
45 同上 同上 尾鷲商工会議所 27,034 同上 同上
46 同上 同上 熊野商工会議所 31,635 同上 同上
47 中小企業金融対策事業

費
三重県中小企業融資制
度利子補給補助金

株式会社百五銀行 23,226 同上 同上

48 同上 同上 株式会社三十三銀行 27,996 同上 同上
49 同上 同上 桑名三重信用金庫 14,079 同上 同上
50 同上 同上 北伊勢上野信用金庫 15,591 同上 同上
51 同上 信用保証協会保証料軽

減補助金
三重県信用保証協会 256,244 同上 同上

52 三重県中小企業支援
ネットワーク推進事業
費

三重県中小企業支援
ネットワーク推進事業
費補助金

同上 104,109 同上 同上

53 スタートアップ支援事業
費

起業支援事業費補助金 株式会社百五総合研究
所

11,105 同上 産業イノ
ベーション
推進課

54 県内投資促進事業費 みえインキュベーション
施設整備補助金

うみらぼ株式会社 10,000 同上 同上

55 海外貿易投資促進事業
費

日本貿易振興機構三重
貿易情報センター負担
金

独立行政法人日本貿易
振興機構

15,201 三重貿易相談所運営に関す
る協定書（昭和49年３月１日）

企業誘致推
進課
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：雇用経済部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

56 海外ビジネス展開支援
事業費

三重県中小企業支援セ
ンター等事業費補助金
（海外ビジネス展開支
援補助金事業分）

公益財団法人三重県産
業支援センター

24,095 雇用経済部関係補助金等交
付要綱

企業誘致推
進課

57 県内投資促進事業費 マザー工場型拠点立地
補助金

キオクシア株式会社、
外１社

630,000 企業立地促進条例、同施行
規則

同上

58 同上 同上 ジャパンマリンユナイ
テッド株式会社

88,147 同上 同上

59 同上 同上 津田電線株式会社 70,000 同上 同上
60 同上 同上 株式会社よしみね 238,000 同上 同上
61 同上 同上 ZACROS株式会社 150,000 同上 同上
62 同上 成長産業立地補助金 エイベックス株式会社 39,502 同上 同上
63 同上 同上 中西金属工業株式会

社、外１社
13,127 同上 同上

64 同上 同上 九鬼産業株式会社 50,000 同上 同上
65 同上 同上 株式会社キンレイ 70,000 同上 同上
66 同上 研究開発施設等立地補

助金
住友電装株式会社、外
１社

141,816 同上 同上

67 同上 外資系企業アジア拠点
立地補助金

日本アエロジル株式会
社

150,000 同上 同上

68 同上 地域資源活用型産業等
立地補助金

村田機械株式会社 200,000 同上 同上

69 同上 同上 創和ネクスト株式会社 58,050 同上 同上
70 同上 中堅・中小企業高付加

価値化投資促進補助金
伊勢金型工業株式会社 10,774 雇用経済部関係補助金等交

付要綱
同上

71 同上 同上 旭電器工業株式会社 13,199 同上 同上
72 同上 同上 南勢糧穀株式会社 14,850 同上 同上
73 同上 同上 木屋正酒造株式会社 13,124 同上 同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-6 四日市港管理組合県
負担金

四日市港管理組合
四日市市霞2丁目1-1

1,684,174 1,713,018 （根拠）
四日市港管理組合規約
（公益性）
四日市港管理組合の経費を支弁することを目的とし
たこの負担金は、国際拠点港湾である四日市港を管
理運営する公益性を有する。
（必要性）
本県は四日市港管理組合の構成団体であり、負担金
の支出は必要である。
（効果）
背後圏産業の競争力の維持・強化に物流面から貢献
できるよう、コンテナ船用の耐震強化岸壁（Ｗ81）の整
備促進など、四日市港の秩序ある整備と適正な運
営、また航路の開発・保全が図られた。
（交付基準等の妥当性）
四日市港管理組合規約に定められた負担割合に基
づき、交付決定している。

雇用経済総
務課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-1 食品産業の輸出向け
HACCP等対応施設
整備交付金

中勢製氷冷蔵株式会社
津市白塚町4771-2

289,211 289,158 （根拠）
雇用経済部関係補助金等交付要綱
（公益性）
今後急速な人口減少社会を迎える中で、農林漁業者
及び食品事業者の所得を確保し、生産基盤を維持・
強化するためには、輸出に新たな活路を見出すこと
が重要である。農林水産物・食品の輸出にあたって
は、輸出先国・地域が食品衛生、動物検疫など様々
な観点から輸入規制や条件を設定しており、輸出事
業者等は、輸出先国の規制やニーズに対応した施設
及び体制の整備が必要である。このような課題を踏ま
え、農林漁業者及び食品産業の持続的な発展に寄与
するため、輸出への取組を緊急的・集中的に支援す
るためのものであり、公益性がある。
（必要性）
さらなる輸出拡大を図り食産業振興につなげるため、
輸出先国のニーズに対応した施設等の整備を行うに
あたっては、整備費用が多額となり事業者負担が大
きいことから、補助金の交付は不可欠である。
（効果）
海外への県産品の販路拡大にあたり、輸出先が求め
る条件（施設認定等）としてHACCP等に対応した施設
整備が必要となっているため、その経費の一部を助
成することで、取組の促進を図ることができた。
（交付基準等の妥当性）
農林水産物・食品輸出促進緊急対策事業のうち食品
産業の輸出向けHACCP等対応施設整備緊急対策事
業交付等要綱に基づき、交付額を算定している。

県産品振興
課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-2 食品産業の輸出向け
HACCP等対応施設
整備交付金

水谷養蜂園株式会社
松阪市松ヶ島町430-1

－ 87,183 （根拠）
雇用経済部関係補助金等交付要綱
（公益性）
今後急速な人口減少社会を迎える中で、農林漁業者
及び食品事業者の所得を確保し、生産基盤を維持・
強化するためには、輸出に新たな活路を見出すこと
が重要である。農林水産物・食品の輸出にあたって
は、輸出先国・地域が食品衛生、動物検疫など様々
な観点から輸入規制や条件を設定しており、輸出事
業者等は、輸出先国の規制やニーズに対応した施設
及び体制の整備が必要である。このような課題を踏ま
え、農林漁業者及び食品産業の持続的な発展に寄与
するため、輸出への取組を緊急的・集中的に支援す
るためのものであり、公益性がある。
（必要性）
さらなる輸出拡大を図り食産業振興につなげるため、
輸出先国のニーズに対応した施設等の整備を行うに
あたっては、整備費用が多額となり事業者負担が大
きいことから、補助金の交付は不可欠である。
（効果）
海外への県産品の販路拡大にあたり、輸出先が求め
る条件（施設認定等）としてHACCP等に対応した施設
整備が必要となっているため、その経費の一部を助
成することで、取組の促進を図ることができた。
（交付基準等の妥当性）
農林水産物・食品輸出促進緊急対策事業のうち食品
産業の輸出向けHACCP等対応施設整備緊急対策事
業交付等要綱に基づき、交付額を算定している。

県産品振興
課

7-7 LPガス料金高騰対策
支援金

東邦液化ガス株式会社
愛知県名古屋市熱田区
桜田町19-18

104,585 104,396 LPガスの料金高騰によって、生活等に影響が生じて
いる一般消費者及び事業者に対して、LPガス販売事
業者を通じて高騰分の一部を支援することができた。

新産業振興
課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-3 LPガス料金高騰対策
支援金

東邦液化ガス株式会社
愛知県名古屋市熱田区
桜田町19-18

80,500 80,187 LPガスの料金高騰によって、生活等に影響が生じて
いる一般消費者及び事業者に対して、LPガス販売事
業者を通じて高騰分の一部を支援することができた。

新産業振興
課

7-8 石油貯蔵施設立地対
策等交付金

四日市市
四日市市諏訪町1番5号

－ 111,234 石油貯蔵施設の防災対策等に必要な施設等の設置
を行う市に対して、その費用の一部を支援することで
石油貯蔵施設周辺の地域における住民福祉の向上
と社会インフラの整備につなげることができた。

同上
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

6-4 三重県中小企業支援
センター等事業費補
助金（令和6年度）

公益財団法人三重県産
業支援センター
津市栄町1丁目891番地

215,883 484,016 （根拠）
雇用経済部関係補助金等交付要綱
（公益性）
県内中小企業に対して、経営革新や経営基盤強化の
促進を支援することは、県内経済全体の活性化、雇
用機会の増大に資することから、県が本補助金で支
援を行うことは妥当であり、公益性を有する。
（必要性）
中小企業支援法の規定により指定した中小企業支援
法人として行う中小企業に対する高度専門的または
全県的に取り組むべき経営支援事業や、中小企業等
経営強化法に基づく中核的支援機関として行う新事
業創出等に対して支援を行っているものであり、中小
企業の経営環境が複雑化する中、経営等の相談・助
言、施策情報の収集・提供、取引あっせん受注の確
保等を行うため、本補助金により様々な支援事業を
行うことは必要である。
（効果）
取引あっせん成約件数の増加に取り組むとともに、企
業情報の整備は企業訪問やアンケート等により収集
を行い、リアルタイムで情報の更新を行った。また、情
報の収集、提供、企業の情報化支援及び専門家派遣
を継続的に行っているが、専門家派遣支援は利用者
の高い満足度を得ており、中小企業の課題解決等
に、一定の効果があったものと考えられる。
（交付基準等の妥当性）
本事業の実施に係る経費について、当センターの自
己財源（基金果実、受益者負担金）を超過する部分に
ついては、県補助金以外の資金調達は難しく、県とし
て補助する必要があり、その基準は妥当である。

中小企業・
サービス産
業振興課

令和6年
度からの
繰越含む
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-9 三重県中小企業支援
センター等事業費補
助金（令和7年度）

公益財団法人三重県産
業支援センター
津市栄町1丁目891番地

184,422 174,221 （根拠）
雇用経済部関係補助金等交付要綱
（公益性）
県内中小企業に対して、経営革新や経営基盤強化の
促進を支援することは、県内経済全体の活性化、雇
用機会の増大に資することから、県が本補助金で支
援を行うことは妥当であり、公益性を有する。
（必要性）
中小企業支援法の規定により指定した中小企業支援
法人として行う中小企業に対する高度専門的または
全県的に取り組むべき経営支援事業や、中小企業等
経営強化法に基づく中核的支援機関として行う新事
業創出等に対して支援を行っているものであり、中小
企業の経営環境が複雑化する中、経営等の相談・助
言、施策情報の収集・提供、取引あっせん受注の確
保等を行うため、本補助金により様々な支援事業を
行うことは必要である。
（効果）
取引あっせん成約件数の増加に取り組むとともに、企
業情報の整備は企業訪問やアンケート等により収集
を行い、リアルタイムで情報の更新を行った。また、情
報の収集、提供、企業の情報化支援及び専門家派遣
を継続的に行っているが、専門家派遣支援は利用者
の高い満足度を得ており、中小企業の課題解決等
に、一定の効果があったものと考えられる。
（交付基準等の妥当性）
本事業の実施に係る経費について、当センターの自
己財源（基金果実、受益者負担金）を超過する部分に
ついては、県補助金以外の資金調達は難しく、県とし
て補助する必要があり、その基準は妥当である。

中小企業・
サービス産
業振興課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-10 小規模事業支援費補
助金（令和7年度）

三重県商工会連合会
津市栄町1丁目891番地

894,939 898,174 （根拠）
雇用経済部関係補助金等交付要綱
（公益性）
三重県商工会連合会が行う小規模事業者等の経営、
技術の改善、発達等のための事業の充実と、商工会
の指導力の強化を図り、小規模事業者等の振興と安
定を支援することを目的とした本補助金は、小規模事
業者及び県内23商工会の発達を図り、もって地域商
工業の振興に資することから、公益性を有する。
（必要性）
県内小規模事業者の経営強化、及び県内の商工会
の強化を図るためには、商工会法に基づき商工会を
指導する立場にある同連合会を通じて支援を行うこと
が最も効率的かつ効果的であるため、当該事業に対
して助成を行うことが必要である。
（効果）
経営改善普及事業（金融、税務、労働等に関する相
談や創業、経営革新支援）の実施、及びその指導を
行うことによって、商工会の指導能力が向上し、その
結果、小規模事業者への効果的、効率的な支援を行
うことができた。
（交付基準等の妥当性）
同連合会は商工会法に基づき設立され、県内の商工
会が加入する団体であるため、県が商工会、同連合
会を通して小規模事業者を支援するにあたり、商工会
及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する
法律に基づき、同連合会に対して補助金を交付する
ことが効率的、効果的である。また、本事業の実施に
あたっては多額の経費を必要とすることから、県の補
助がなければ事業実施は不可能である。

中小企業・
サービス産
業振興課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-11 小規模事業支援費補
助金（令和7年度）

四日市商工会議所
四日市市諏訪町2番5号

73,720 65,341 （根拠）
雇用経済部関係補助金等交付要綱
（公益性）
商工会議所が行う小規模事業者等の経営、技術の改
善、発達等のための事業の充実と、商工会議所の指
導力の強化を図り、小規模事業者等の振興と安定を
支援することを目的とした本補助金は、小規模事業者
の発達を図り、もって地域商工業の振興に資すること
から、公益性を有する。
（必要性）
県内の小規模事業者の経営強化を図るためには、商
工会議所を通じて支援を行うことが最も効率的かつ効
果的であるため、当該事業に対して助成を行うことが
必要である。
（効果）
経営改善普及事業（金融、税務、労働等に関する相
談や創業、経営革新支援）を実施することによって、
小規模事業者への効果的、効率的な支援を行うこと
ができた。
（交付基準等の妥当性）
県が商工会議所を通して小規模事業者を支援するに
あたり、商工会及び商工会議所による小規模事業者
の支援に関する法律に基づき、商工会議所に対して
補助金を交付することが効率的、効果的である。ま
た、本事業の実施にあたっては多額の経費を必要と
することから、県の補助がなければ事業実施は不可
能である。

中小企業・
サービス産
業振興課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-12 小規模事業支援費補
助金（令和7年度）

津商工会議所
津市丸之内29番14号

89,000 85,979 （根拠）
雇用経済部関係補助金等交付要綱
（公益性）
商工会議所が行う小規模事業者等の経営、技術の改
善、発達等のための事業の充実と、商工会議所の指
導力の強化を図り、小規模事業者等の振興と安定を
支援することを目的とした本補助金は、小規模事業者
の発達を図り、もって地域商工業の振興に資すること
から、公益性を有する。
（必要性）
県内の小規模事業者の経営強化を図るためには、商
工会議所を通じて支援を行うことが最も効率的かつ効
果的であるため、当該事業に対して助成を行うことが
必要である。
（効果）
経営改善普及事業（金融、税務、労働等に関する相
談や創業、経営革新支援）を実施することによって、
小規模事業者への効果的、効率的な支援を行うこと
ができた。
（交付基準等の妥当性）
県が商工会議所を通して小規模事業者を支援するに
あたり、商工会及び商工会議所による小規模事業者
の支援に関する法律に基づき、商工会議所に対して
補助金を交付することが効率的、効果的である。ま
た、本事業の実施にあたっては多額の経費を必要と
することから、県の補助がなければ事業実施は不可
能である。

中小企業・
サービス産
業振興課

雇用経済部　13



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-13 中小企業連携組織対
策事業費補助金(令
和7年度）

三重県中小企業団体中
央会
津市栄町1丁目891番地

107,807 109,068 （根拠）
雇用経済部関係補助金等交付要綱
（公益性）
中小企業連携組織対策の推進並びに中小企業団体
の育成及び指導を目的とした本補助金は、県内中小
企業を取り巻く経営環境が一段と厳しい状況にある
中、地域経済の活性化や雇用創出を支える主体であ
る中小企業を支援するための組合組織化等の事業を
支援するものであることから、公益性を有する。
（必要性）
中小企業を取り巻く現状は、情報化、国際化、消費者
ニーズの多様化、物価・エネルギー価格高騰等の影
響を受けて、一段と厳しい環境にあることから、その
経営基盤の強化を図るため、三重県中小企業団体中
央会（以下「中央会」という。）が組合組織化等の事業
を行うことは必要である。
（効果）
中央会の実施する事業、指導等により、事業協同組
合の設立につながった。また、組合の適正運営の指
導等のため、巡回相談を実施するとともに、専門家派
遣やテーマ別講習会などの手段を用いて、組合の課
題解決等に取り組んでいる。
（交付基準の妥当性）
中央会は、中小企業等協同組合法に基づき設立され
た団体であり、組合の指導・監督及び中小企業の連
携組織対策を推進する専門的支援機関であることか
ら、県内組合の情報、指導実績も十分に有しており、
補助金を交付することにより事業実施していくことが
最も効果的かつ効率的である。

中小企業・
サービス産
業振興課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-18 信用保証協会保証料
軽減補助金
（令和7年度）

三重県信用保証協会
津市桜橋3丁目399番地

- 265,788 （根拠）
雇用経済部関係補助金等交付要綱
（公益性）
県内経済の発展を図るためには、県内企業の9割を
超える中小企業の経営基盤強化と経営の活性化を図
る必要がある。信用力の弱い中小企業に対しては、
その信用力を補完するため、特別法により信用保証
協会が設置され、信用保証事業を実施しているが、小
規模零細企業など特に信用力の弱い企業は、保証料
の負担によって資金繰りが圧迫される。よって、県が
信用保証協会と連携し、中小企業の保証料負担軽減
を行い、資金調達を補完的に支援することは、県内の
中小企業の経営基盤強化と活性化につながり、公益
性を有する。
（必要性）
三重県中小企業融資制度において、県は信用保証協
会に保証料の補填を行うことにより、保証料の引下げ
を行い、利用者である中小零細企業の保証料負担を
軽減している。信用保証協会への補填は、保証料率
自体が国の指導により必要最低限に設定されている
ため、信用保証協会の経営を考慮すると、補助金に
よる補填が不可欠である。
（効果）
信用保証協会保証料軽減補助事業の実施により、信
用力の弱い中小企業の資金調達の円滑化と経営基
盤の強化、経営の活性化を図ることができている。
（交付基準等の妥当性）
補助金交付の必要性と事業効果に照らして、妥当と
判断できる。

中小企業・
サービス産
業振興課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-15 三重県中小企業支援
ネットワーク推進事
業費補助金
（令和7年度）

三重県信用保証協会
津市桜橋3丁目399番地

112,332 104,109 （根拠）
雇用経済部関係補助金等交付要綱
（公益性）
県内経済の発展を図るためには、県内企業の9割を
超える中小企業の経営基盤の強化と経営の活性化を
図る必要がある。借入時には信用力に問題がない企
業であっても、経営環境の変化に対応できず、経営悪
化に至るケースもある。事業継続に必要な資金を円
滑に調達できるよう、事業者の実情に応じて収益力向
上・財務改善の取組を伴走型で支援することは、中小
企業の経営基盤の強化と活性化につながり、公益性
を有する。
（必要性）
中小企業は経営資源の確保が難しく、経営課題を検
討する余裕がないことから、経営改善を進めるうえで
伴走支援者となる金融機関・商工団体等の存在が必
要である。保証協会に配置したコーディネーターが中
心となって伴走支援者と協力し、事業者の経営課題を
洗い出し、専門家派遣を活用するなどして行動計画を
策定し、一歩先を見据えた経営改善の実行性を高
め、将来的な伴走支援体制の定着へとつなげるため
には、補助金による補填が不可欠である。
（効果）
コーディネーターによる訪問支援や専門家派遣の実
施により、信用力の弱い中小企業に対し、訪問支援、
専門家派遣を行い、201者分の行動計画が策定され
ており、中小企業の資金調達の円滑化と経営基盤の
強化、経営の活性化を図ることができている。
（交付基準等の妥当性）
補助金交付の必要性と事業効果に照らして、妥当と
判断できる。

中小企業・
サービス産
業振興課

雇用経済部　16



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-2 マザー工場型拠点立
地補助金

株式会社よしみね
大阪府大阪市西区京町
堀1丁目8番5号

- 500,000 （根拠）
三重県企業立地促進条例、三重県企業立地促進条
例施行規則、マザー工場型拠点立地補助金交付要
領
（公益性）
「市場の不完全性」
企業の立地先決定にあたっては、補助金等の優遇制
度の有無も含めて比較検討される。また、立地により
地域内雇用の増加及び県内経済の活性化が図られ
るため、公益性を有する。
（必要性）
企業誘致における立地補助制度は全国的に一般化し
ており、補助制度がない場合、他府県に対する競争
力は著しく低下することから、必要性は極めて高い。
（効果）
建物、附属設備、機械整備等の対象経費について補
助することにより、マザー工場型拠点の立地促進がな
され、産業構造の高度化及び雇用機会の創出につな
がった。
（交付基準等の妥当性）
補助金交付の必要性と事業効果、また、他府県補助
金の交付基準等に照らして、妥当と判断できる。

企業誘致推
進課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-5 マザー工場型拠点立
地補助金

ジャパンマリンユナイ
テッド株式会社
神奈川県横浜市西区み
なとみらい4丁目4番2号

- 88,147 （根拠）
三重県企業立地促進条例、三重県企業立地促進条
例施行規則、マザー工場型拠点立地補助金交付要
領
（公益性）
「市場の不完全性」
企業の立地先決定にあたっては、補助金等の優遇制
度の有無も含めて比較検討される。また、立地により
地域内雇用の増加及び県内経済の活性化が図られ
るため、公益性を有する。
（必要性）
企業誘致における立地補助制度は全国的に一般化し
ており、補助制度がない場合、他府県に対する競争
力は著しく低下することから、必要性は極めて高い。
（効果）
建物、附属設備、機械整備等の対象経費について補
助することにより、マザー工場型拠点の立地促進がな
され、産業構造の高度化及び雇用機会の創出につな
がった。
（交付基準等の妥当性）
補助金交付の必要性と事業効果、また、他府県補助
金の交付基準等に照らして、妥当と判断できる。

企業誘致推
進課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：雇用経済部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-7 研究開発施設等立地
補助金

住友電装株式会社
四日市市西末広町1番
14号

- 107,439 （根拠）
三重県企業立地促進条例、三重県企業立地促進条
例施行規則、研究開発施設等立地補助金交付要領
（公益性）
「市場の不完全性」
企業の立地先決定にあたっては、補助金等の優遇制
度の有無も含めて比較検討される。また、立地により
地域内雇用の増加及び県内経済の活性化が図られ
るため、公益性を有する。
（必要性）
企業誘致における立地補助制度は全国的に一般化し
ており、補助制度がない場合、他府県に対する競争
力は著しく低下することから、必要性は極めて高い。
（効果）
建物、附属設備、機械整備等の対象経費について補
助することにより、研究開発施設等の立地促進がなさ
れ、産業構造の高度化及び雇用機会の創出につな
がった。
（交付基準等の妥当性）
補助金交付の必要性と事業効果、また、他府県補助
金の交付基準等に照らして、妥当と判断できる。

企業誘致推
進課
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：雇用経済部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 県産酒米の価格高騰
対策支援補助金

新設 本県の高品質な酒造りを維持するため、県内清酒製造事業
者が酒米を安定的に確保できるよう、三重県産酒米の価格
高騰分の一部を支援するために新設した。

県産品振興課

2 県産品の原材料価格
高騰対策支援補助金

新設 商品開発や販路開拓等の取組を支援することで、伝統工芸
品の製造事業者等が原材料価格高騰の影響を克服するた
めに新設した。

同上

3 三重県伝統産業原材
料確保対策支援補助
金

廃止 補助金の目的を一定達成したと考えられるため廃止した。 同上

4 自動車関連企業等に
よる国内販路拡大・
開拓等支援事業補助
金

新設 物価高騰や米国関税措置の影響が続く中、自動車関連中
小企業等の収益力の強化に向け、販路開拓や業態転換等
の取組を支援するため新設した。

新産業振興課

5 カーボンニュートラル
実現に向けた技術開
発等支援事業費補助
金

リフォーム（拡大） カーボンニュートラル社会の実現に向け、本県産業の脱炭
素化や競争力強化を図るため、次世代型太陽電池を補助
対象に追加した。

同上

6 水素モビリティ普及
促進事業費補助金

リフォーム（拡大） カーボンニュートラル社会の実現に向け、脱炭素エネル
ギーとして有望な水素の利活用促進を図るため、水素モビ
リティの導入に要する経費を補助対象に追加し、補助金の
名称を「三重県水素ステーション整備補助金」から「水素モ
ビリティ普及促進事業費補助金」へ変更した。

同上

7 副業・兼業人材活用
促進補助金

リフォーム（拡大） 初めて副業・兼業人材を利用する企業の対象経費や補助
率を拡充した。

中小企業・
サービス産業
振興課

8 三重県被災事業者事
業継続支援補助金

新設 令和7年9月12日からの大雨により被災した小規模事業者
が事業継続するために必要な経費を補助することを目的に
補助金を創設した。

同上

補助金等の見直し状況
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第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：雇用経済部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

9 みえインキュベーショ
ン施設整備補助金

新設 県内で起業、創業等の成長支援を行う拠点となるインキュ
ベーション施設整備の取組を支援することで、起業、創業等
及び新たな産業の創出等による地域の活性化につなげるこ
とを目的に補助金を新設した。

産業イノベー
ション推進課
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：観光部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 全県ＤＭＯ経営基盤強
化事業費

公益社団法人三重県観
光連盟負担金

公益社団法人三重県観
光連盟

205,871 観光部関係補助金等交付要
綱

観光振興課

2 観光客受入環境整備事
業費

インバウンド誘客等ユ
ニバーサルツーリズム
推進補助金

上野観光株式会社 50,000 同上 同上

3 同上 同上 株式会社海栄館 50,000 同上 同上
4 同上 同上 株式会社河上 44,319 同上 同上
5 同上 同上 有限会社扇芳閣 44,066 同上 同上
6 同上 同上 株式会社戸田家 42,650 同上 同上
7 同上 同上 株式会社新ＳＹＨ 33,000 同上 同上
8 同上 同上 株式会社賢島宝生苑 25,370 同上 同上
9 同上 同上 御在所ロープウェイ株

式会社
21,300 同上 同上

10 同上 同上 合同会社三重故郷創生
プロジェクト

10,000 同上 同上

11 同上 同上 株式会社対泉閣 10,000 同上 同上
12 同上 同上 長島観光開発株式会社 10,000 同上 同上
13 同上 同上 近藤緑化株式会社 10,000 同上 同上
14 同上 同上 株式会社志摩スペイン

村
10,000 同上 同上

15 同上 同上 諸岡建設株式会社 10,000 同上 同上
16 同上 同上 株式会社キャッスルイ

ンホテル＆リゾート
10,000 同上 同上

17 同上 同上 イシズム株式会社 10,000 同上 同上
18 同上 同上 有限会社友栄水産 10,000 同上 同上
19 同上 公共交通を活用した伊

勢志摩周遊デジタル化
推進事業負担金

公益社団法人伊勢志摩
観光コンベンション機構

11,000 同上 同上

20 産業観光推進事業費 産業観光推進事業費負
担金

三重県産業観光推進協
議会

11,930 同上 海外誘客課

21 海外誘客推進プロジェ
クト事業費

公益社団法人三重県観
光連盟負担金

公益社団法人三重県観
光連盟

35,712 同上 同上

補助金等の交付実績
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第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：観光部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

22 海外誘客推進プロジェ
クト事業費

広域連携インバウンド
推進協議会等負担金

伊勢志摩高付加価値イ
ンバウンド観光地づくり
推進協議会

10,000 観光部関係補助金等交付要
綱

海外誘客課
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第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：観光部）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-1 公益社団法人三重県
観光連盟負担金

公益社団法人三重県観
光連盟
津市羽所町700
アスト津2階

198,356 205,871 （根拠）
　観光部関係補助金等交付要綱
（公益性）
　公益社団法人三重県観光連盟は、県内唯一の全
県DMOであり、当該団体の事業の推進に要する経
費を負担することは、幅広い分野の産業に関係を持
つ県内観光産業の活性化につながることから、公益
性を有する。
（必要性）
　観光における地域間競争が増すなか、観光地経営
の司令塔である公益社団法人三重県観光連盟の基
盤強化により、持続可能な観光地づくりの推進を図
る必要がある。
（効果）
　県内の地域DMO等が実施する観光地づくりを、全
県DMOである公益社団法人三重県観光連盟の知見
やノウハウを生かして支援することにより、効率的か
つ効果的に観光地づくりに取り組むことができた。
（交付基準等の妥当性）
　交付基準等について、観光部関係補助金等交付
要綱の定めに基づき適正に実施されていることから
妥当である。

観光振興課

観光部　3



第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：観光部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 インバウンド誘客等
ユニバーサルツーリ
ズム推進補助金

新設 インバウンドを含む高付加価値旅行者や高齢者、障がい
者、親子連れなど、国内外の多様な旅行者が快適かつ便利
に旅行できる受入環境を充実し、県内の観光消費の増加に
つなげることを目的として、新設した。

観光振興課

補助金等の見直し状況

観光部　4



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：県土整備部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 同和地区公共下水道事
業助成金

同和地区公共下水道
事業補助金

津市 17,400 県土整備部関係補助金等
交付要綱

下水道事業課

2 木造住宅耐震対策促進
事業費

木造住宅耐震補強等
事業費補助金

津市 24,911 同上 住宅政策課

3 同上 同上 四日市市 38,396 同上 同上

4 同上 同上 伊勢市 23,804 同上 同上

5 同上 同上 松阪市 16,520 同上 同上

6 同上 同上 鈴鹿市 11,781 同上 同上

7 同上 同上 紀宝町 12,046 同上 同上

補助金等の交付実績

県土整備部　1



第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：県土整備部）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 避難路沿道建築物耐
震対策支援事業費補
助金

リフォーム（拡大） 国の補助事業の拡充にあわせて、昨今の物価高騰に追従
できていない補助限度額算定単価の引き上げを行うととも
に、引き続き避難路沿道建築物の耐震化を促進することを
目的に、事業着手期限の延長を行うことで、補助制度を拡
充した。

建築開発課

2 三重県省エネ住宅導
入促進事業費補助金

新設 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、住宅の脱炭素
化と良質な住環境の促進を図るため、ＺＥＨまたはＺＥＨを超
える性能の住宅を建設または購入する者に対し補助を行う
市町に、県が財政的な支援を行う補助制度を新設した。

住宅政策課

補助金等の見直し状況

県土整備部　2



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：教育委員会）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 公立学校共済組合負担
金

公立学校共済組合負担
金

公立学校共済組合三重
支部

103,779 地方公務員等共済組合法 福利・給与
課

2 教育課程等研究支援事
業費

公立学校情報機器整備
事業費補助金

桑名市 422,032 教育関係事業補助金等交付
要綱

小中学校教
育課

3 同上 同上 いなべ市 27,500 同上 同上

4 同上 同上 東員町 30,360 同上 同上

5 同上 同上 朝日町 25,953 同上 同上

6 同上 同上 鈴鹿市 425,612 同上 同上

7 同上 同上 津市 717,970 同上 同上

8 同上 同上 松阪市 469,353 同上 同上

9 同上 同上 多気町松阪市学校組合 13,273 同上 同上

10 同上 同上 明和町 75,390 同上 同上

補助金等の交付実績

教育委員会　1



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：教育委員会）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

11 教育課程等研究支援事
業費

公立学校情報機器整備
事業費補助金

大台町 17,405 教育関係事業補助金等交付
要綱

小中学校教
育課

12 同上 同上 大紀町 12,246 同上 同上

13 同上 同上 伊勢市 110,366 同上 同上

14 同上 同上 玉城町 51,389 同上 同上

15 同上 同上 度会町 21,816 同上 同上

16 同上 同上 鳥羽市 36,122 同上 同上

17 同上 同上 志摩市 89,063 同上 同上

18 同上 同上 伊賀市 227,149 同上 同上

19 同上 同上 名張市 230,046 同上 同上

20 同上 同上 尾鷲市 25,947 同上 同上

教育委員会　2



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：教育委員会）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

補助金等の交付実績

21 教育課程等研究支援事
業費

公立学校情報機器整備
事業費補助金

熊野市 19,836 教育関係事業補助金等交付
要綱

小中学校教
育課

22 同上 同上 御浜町 16,858 同上 同上

23 同上 同上 紀宝町 25,487 同上 同上

24 運動部活動支援事業費 全国・ブロック高等学校
等体育大会高校生等大
会派遣費補助金

三重県高等学校体育連
盟

39,173 同上 保健体育課

25 地域文化財総合活性化
事業費

文化財保護事業補助金 公益財団法人諸戸財団 11,700 同上 社会教育・
文化財保護
課

26 同上 同上 明和町 30,479 同上 同上

教育委員会　3



第３－３号様式（条例第７条関係）

（部局名：教育委員会）　(単位：千円)              

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-1 公立学校情報機器
整備事業費補助金

桑名市
桑名市中央町2-37

- 422,032 （根拠）
教育関係事業補助金等交付要綱
（公益性）
公立小中学校における1人1台端末の計画的な更新・
整備を通じて、全ての児童生徒の学習活動の一層の
充実と公平な学びの保障を図る。
（必要性）
初期に整備した端末が経年劣化等による更新時期を
迎えていることから、教育環境を維持・継続するために
計画的な端末更新を行う必要がある。
（効果）
端末の更新や予備機の確保により、故障時等におい
ても全ての児童生徒の学びを途切れさせることなく継
続することができる。
（交付基準等の妥当性）
教育関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に
実施されていることから妥当である。

小中学校教
育課

8-2 同上 鈴鹿市
鈴鹿市神戸1-18-18

593,376 425,612 同上 同上

8-3 同上 津市
津市西丸之内23-1

- 717,970 同上 同上

8-4 同上 松阪市
松阪市殿町1340-1

- 469,353 同上 同上

補助金等評価結果調書

教育委員会　4



第３－３号様式（条例第７条関係）

（部局名：教育委員会）　(単位：千円)              

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

補助金等評価結果調書

8-5 公立学校情報機器
整備事業費補助金

明和町
多気郡明和町大字馬之
上945

75,900 75,390 （根拠）
教育関係事業補助金等交付要綱
（公益性）
公立小中学校における1人1台端末の計画的な更新・
整備を通じて、全ての児童生徒の学習活動の一層の
充実と公平な学びの保障を図る。
（必要性）
初期に整備した端末が経年劣化等による更新時期を
迎えていることから、教育環境を維持・継続するために
計画的な端末更新を行う必要がある。
（効果）
端末の更新や予備機の確保により、故障時等におい
ても全ての児童生徒の学びを途切れさせることなく継
続することができる。
（交付基準等の妥当性）
教育関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に
実施されていることから妥当である。

小中学校教
育課

8-6 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1-7-29

- 110,366 同上 同上

8-7 同上 志摩市
志摩市阿児町鵜方
3098-22

88,953 89,063 同上 同上

8-8 同上 伊賀市
伊賀市四十九町3184

235,436 227,149 同上 同上

教育委員会　5



第３－３号様式（条例第７条関係）

（部局名：教育委員会）　(単位：千円)              

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏名及び
住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

補助金等評価結果調書

8-9 公立学校情報機器
整備事業費補助金

名張市
名張市鴻之台1番町1番
地

- 230,046 （根拠）
教育関係事業補助金等交付要綱
（公益性）
公立小中学校における1人1台端末の計画的な更新・
整備を通じて、全ての児童生徒の学習活動の一層の
充実と公平な学びの保障を図る。
（必要性）
初期に整備した端末が経年劣化等による更新時期を
迎えていることから、教育環境を維持・継続するために
計画的な端末更新を行う必要がある。
（効果）
端末の更新や予備機の確保により、故障時等におい
ても全ての児童生徒の学びを途切れさせることなく継
続することができる。
（交付基準等の妥当性）
教育関係補助金等交付要綱の定めに基づき適正に
実施されていることから妥当である。

小中学校教
育課

教育委員会　6



第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：教育委員会）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

1 高校生等臨時支援金 新設 所得要件を満たさないことにより、高等学校就学支援金補
助金が支給されない県立高等学校で学ぶ生徒に対し、授業
料相当額を助成することで教育費の負担軽減を図るため新
設した。

教育財務課

2 同上 廃止 所得要件を満たさないことにより、高等学校就学支援金補
助金が支給されない県立高等学校で学ぶ生徒に対し、授業
料相当額を助成するものであり、令和７年度限りの事業で
あったため廃止した。

同上

3 高等学校就学支援金
補助金

リフォーム（拡大） 世帯の経済状況にかかわらず、自らの希望に応じた教育を
受けることのできる環境を整備し、教育の機会均等を図るた
め所得制限を撤廃した（国籍・在留資格等の要件あり）。

同上

4 外国籍の生徒に対す
る修学支援事業補助
金

新設 高等学校就学支援金補助金の対象外となる県立高等学校
で学ぶ外国籍の生徒に対し、授業料相当額を助成すること
で教育費の負担軽減を図るため新設した。

同上

5 高等学校学び直しへ
の支援事業補助金

リフォーム（拡大） 世帯の経済状況にかかわらず、学び直す者が安心して教育
を受けることができるようにするため、所得制限を撤廃した
（国籍・在留資格等の要件あり）。

同上

6 高等学校活性化事業
移動費支援補助金

廃止 生徒の移動等に係る経費の補助により、県立南伊勢高等
学校度会校舎における協働的な学びの機会を確保するも
のであり、南勢校舎の閉校に伴い廃止した。

高校教育課

7 令和10年度全国高等
学校総合体育大会運
営負担金

新設 令和10年度全国高等学校総合体育大会の開催を通して、
心身ともに健全な青少年の育成を図るため新設した。

保健体育課

補助金等の見直し状況

教育委員会　7



第３－５号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：教育委員会）

番号 補助金等の名称 見直し結果等 見直しを行った理由 課（室）名 備考

補助金等の見直し状況

8 給食費負担軽減補助
金（市町）

新設 学校給食に係る食材費を支援することで、保護者の負担軽
減を図るため新設した。

保健体育課

9 給食費負担軽減補助
金（県立学校）

同上 同上 同上

教育委員会　8



第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：警察本部）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 警察共済組合負担金 警察共済組合負担金 警察共済組合三重県支部 35,443 地方公務員等共済組合法 警察本部
警務部厚生課

補助金等の交付実績

警察本部　１





第３－２号様式（条例第８条第１項関係）

（部局名：病院事業庁）　　　(単位：千円)

番号 事務事業名 補助金等の名称 補助事業者等の氏名 交付額 交付の根拠 課（室）名 備考

1 志摩病院運営事業費 政策的医療交付金 公益社団法人地域医療
振興協会

704,224 三重県立志摩病院の管理運
営に関する基本協定書

県立病院課

2 同上 地域医療確保交付金 同上 242,859 同上 同上

補助金等の交付実績

病院事業庁　1



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：病院事業庁）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

7-2 政策的医療交付金
（令和7年度）

公益社団法人地域医療
振興協会
東京都千代田区平河町
二丁目6番3号

585,356 704,224 （根拠）
三重県立志摩病院の管理運営に関する基本協定書
（公益性）
志摩地域の中核病院である県立病院として指定管
理者制度導入後においても県民に良質で満足度の
高い医療を安定的・継続的に提供するためのもので
あり、公益性を有する。
（必要性）
地方公営企業法等で定める一般会計が負担すべき
経費として当該交付金を指定管理者に交付すること
で安定的な政策医療の実施を担保するため、この交
付金の制度は必要である。
（効果）
指定管理者の運営のもと、当該交付金により志摩地
域の中核病院として、安定的・継続的な医療の提供
に寄与することができた。
（交付基準等の妥当性）
政策的医療の実施等に係る費用として、県が病院
運営を行う場合に適用している一般会計から地方公
営企業会計への繰出金の算定基準に基づき交付し
ているものであり、適当である。

県立病院課

病院事業庁　2



第３－３号様式（条例第７条関係）
補助金等評価結果調書

（部局名：病院事業庁）  (単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者等の
氏名及び住所

当初交付決定額 交付実績額 評価結果 課（室）名 備考

8-1 地域医療確保交付金 公益社団法人地域医療
振興協会
東京都千代田区平河町
二丁目6番3号

- 242,859 （根拠）
三重県立志摩病院の管理運営に関する基本協定書
（公益性）
志摩地域の中核病院である県立病院として指定管
理者制度導入後においても県民に良質で満足度の
高い医療を安定的・継続的に提供するためのもので
あり、公益性を有する。
（必要性）
地域の診療機能を維持・確保するため、この交付金
の制度は必要である。
（効果）
指定管理者の運営のもと、当該交付金により志摩地
域の中核病院として、安定的・継続的な医療の提供
に寄与することができた。
（交付基準等の妥当性）
指定管理者による効率的な管理運営を行ってもなお
不採算となる診療科が生じた場合に、その診療科の
経常損失相当額にかかる交付金を交付するもので
あり、適当である。

県立病院課

病院事業庁　3




